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「医療経済学会 第 18回研究大会」全体スケジュール 

日時：2023 年 9 月 2 日（土）9:00～18:00（8:30 より受付開始） 
会場：千葉大学  西千葉キャンパス けやき会館

メイン会場 ： けやき会館大ホール（1 階）

A 会場 ： レセプションホール（3 階） 
B 会場 ： 会議室（4）（3 階） 
C 会場 ： 中会議室 （3 階） 
D 会場 ： 会議室（2）（2 階） 
E 会場 ： 会議室（3）（2 階） 

■ 第 18 回研究大会 9:00～16:40 
（千葉大学予防医学センター共催）

◇ 一般演題（30 演題） 9:00～11:40、15:10～16:40
会場： A・B・C・D・E 会場 （現地での発表のみ）

◇ 若手育成セミナー（5 演題） 9:00～11:40
会場：E 会場 （現地での発表のみ）

◇ 研究大会長挨拶 12:40～12:50
◇ 基調講演・シンポジウム 12:50～14:50

会場：メイン会場 （オンライン配信あり）

テーマ：「健康格差にどう立ち向かうか？ ～産官学民による重層的な対策を考える～」

 全体進行 近藤 克則（千葉大学 予防医学センター教授）

パネル・ディスカッション

 パネリスト 小和田 みどり氏（ライオン株式会社 サステナビリティ推進部） 
 パネリスト 近藤 尚己氏（京都大学大学院医学研究科社会疫学分野 教授）

 パネリスト 竹林 正樹氏（青森大学社会学部 客員教授）

 パネリスト 要藤 正任氏（京都大学経営管理大学院 特定教授）

■ AMED 研究成果報告シンポジウム 

■ 会場：メイン会場 （オンライン配信あり）

テーマ：「SDGs を意識した予防・健康づくりの多面的経済性評価の手法開発」

 ファシリテーター  橋本 英樹（東京大学医学系研究科 教授）

■ 医療経済学会総会 17:30～18:00
会場：メイン会場 （現地での参加のみ、学会員のみ参加）
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注意事項等 

1. 受付 ※参加申込は事前申込のみ

2023年 9月 2日（土）8:30開始 千葉大学 西千葉キャンパス けやき会館

※開催当日の会場での参加費のお支払いは受付できません。

参加費は 8月 24 日（木）までにお振込みをお願いいたします。

2. 座長・発表者・指定討論者の皆さまへ

（現地での発表のみとなります。オンライン発表のご準備はございません。） 

① 座長の皆様へ

① セッション開始 5分前までに、各会場の座長席までお越しください。

② アナウンスはいたしませんので、所定の時刻に各発表を開始ください。

③ 発表時間は、発表者 15 分、指定討論者コメント 8 分、質疑応答 5 分、交代 2 分の

合計 30 分からなります。各発表の円滑な進行にご協力お願いいたします。

② 指定討論者の皆様へ

① 演題発表開始 5分前までに、各会場の次指定討論者席までお越しください。

② 発表時間は、発表者 15 分、指定討論者コメント 8 分、質疑応答 5 分、交代 2 分の

合計 30 分となります。各発表の円滑な進行にご協力お願いいたします。

③ 発表用パソコンは事務局でご用意いたしますが、ご自身で操作願います。

③ 発表者の皆様へ

① 演題発表開始 5分前までに、各会場の次発表者席までお越しください。

② 発表時間は、発表者 15 分、指定討論者コメント 8 分、質疑応答 5 分、交代 2 分の

合計 30 分となります。各発表の円滑な進行にご協力お願いいたします。

③ 発表用パソコンは事務局でご用意いたしますが、発表者ご自身で操作願います。

④ レジュメなどを配布予定の方は、必要部数を各自でご持参下さい。当日、研究大会

会場でのコピーサービスは行っておりません。また、送付されましても事務局では

保管できませんので、ご了承ください。

3. 会場内での留意点

キャンパス内は全面禁煙となっております。

水分補給は蓋のついた容器をご利用ください。 

会場内では携帯電話の電源をオフまたはマナーモードにしてください。 

交代

2 分 
質疑応答 

5 分目安 
（時間調整）

発表者

15 分 
指定討論者 

8 分 

発表時間：30 分 
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当日は研究大会の会場以外への立ち入りはお控え下さい。 

4. 駐車場について

公共交通機関のご利用をお願いします。 

5. 昼食について

昼食は、キャンパス周辺のレストラン・コンビニなどをご利用ください。また、所

定の場所以外での食事はお控えください。 

医療経済学会 第 18 回研究大会「若手最優秀発表賞」 

医療経済学会 第 18 回研究大会では、一般演題発表論文の第一著者で、かつプレゼンテ

ーションを行った大学院生を対象とした「若手最優秀発表賞」を決定・授与します。 本賞の実

施につきましては、下記の通りご連絡いたします。

記

賞の名称： 医療経済学会 第 18 回研究大会 若手最優秀発表賞 
表 賞 者： 医療経済学会 第 18 回研究大会 研究大会長 
有資格者： 発表論文の第一著者で、かつプレゼンテーションを行った大学院生（前期課程お

よび後期課程在籍者） ※但し、過去授賞者は対象外

選考方法： 大会セッション座長が評価。 座長評価をベースにプログラム委員会にて 1 名を

選考

選考結果： 受賞者に賞状および副賞を授与（同日開催の総会にて発表いたします）

後日、医療経済学会 HP で、受賞者名、発表論文、選考理由等を発表 （『医療

経済研究』本誌でも同内容を発表予定）

副    賞： 医療経済学会より 5 万円の副賞を授与
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会場へのアクセス

 各交通機関等によるアクセス方法につきましては、「千葉大学 西千葉キャンパス

交通アクセス」で検索ください

（https://www.chiba-u.ac.jp/others/topics/events/keyaki/files/keyaki_map.pdf）
（最寄り駅）

JR 西千葉駅（北口）南門を経由し徒歩 7 分 
京成電鉄みどり台駅正門を経由し徒歩 7 分 

※開始時刻前後は混み合うことが予想されますので当日会場へは多少余裕を持ってお越し下さい。
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AMED 研究成果報告シンポジウム（15:10～17:10）のご案内 

2023 年度 AMED 予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業 
ヘルスケア社会実装基盤整備事業

研究開発課題名： SDGs を意識した予防・健康づくりの多面的経済評価の手法開発 
中間成果報告シンポジウムの開催

研究開発代表：橋本英樹（東京大学医学系研究科）

2023 年度医療経済学会会長 

医療サービスの安定的提供を支える意思決定のために、費用対効果分析による効率性評

価が制度導入されてきた。近年、健康格差拡大の懸念、持続可能性をめぐる議論の活発化を

受け、効率性以外にも衡平性・予算影響・労働生産性影響などさまざまな価値軸に沿った医

療技術評価の在り方が求められている。特に健康寿命延伸を目指す予防・健康づくりサービ

スの評価では、多面的評価軸による検討は不可欠かつ克服されるべき課題となっている。本

研究事業では、これらの社会的要請に応えるべく、医療経済学会の関連研究者を動員し、

SDGs の価値意識に沿ったサービス評価の新体系を提案することを目指している。その中間

成果について報告し、学術的議論に留めず、フロアからの広い意見を求める機会としたい。 

日時： 2023 年 9 月 2 日 15 時 10 分 ～ 17 時 10 分  

場所： 千葉大学 西千葉キャンパス けやき会館 1 階メイン会場 

15：10－15：15（5 分） 
代表趣旨説明： AMED 研究事業の背景と概要 橋本英樹（東京大学） 

15：15－15：35（20 分）  
多面的な医療健康サービスの評価（問題提起報告） 五十嵐中（横浜市立大学）

15：35－15：50（15 分） 
衡平性と効率性をどう同時評価するか；DCEA の現状 中村良太（一橋大学） 

15：50－16：05（15 分） 
健康予防サービスの費用対効果評価 康永秀生（東京大学）

16：05－16：20（15 分） 
介護予防サービスの費用対効果評価 近藤克則（千葉大学）

16：20－16：35（15 分） 
数理シミュレーションによる労働生産・予算影響の検討 橋本英樹（東京大学）

16：35－16：45（10 分） 
追加発言

野口晴子（早稲田大学） 井深陽子（慶応義塾大学） 飯塚敏晃（東京大学）

16：45－16：50（5 分） 
医療健康サービスの多面的評価 経産省ヘルスケア産業課

質疑応答  まとめ・閉会挨拶 （17:10 終了予定） 
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開始 終了 時間 開始 終了 時間

発表者 指定討論者 座長 発表者 指定討論者 座長 発表者 指定討論者 座長 発表者 指定討論者 座長 発表者 指定討論者 座長 発表者 指定討論者 座長

8:30 9:00 0:30 8:30 9:00 0:30

9:00 9:30 0:30 A-1 佐藤壮 田倉智之 B-1 飯塚玄明 西村仁憲 C-1
Kyoko

Shimamot
o

塚田祐
介

D-1
Masaki

Takahas
hi

野口晴子 Y-1 久松佳穂 後藤励

9:30 10:00 0:30 A-2
本多

貴実子
星野絵里 B-2

Sultana
Sabera

中村さや
か

C-2
Islam Md
Rashedul

近藤尚
己

D-2
Abbas

Khatoun
岩上将夫 Y-2 中山一世 岸田研作

10:00 10:30 0:30 A-3 リュウネイ 池田俊也 B-3 縄田和満
伊藤由希

子
C-3 D-3

本田雄
大

岩上将夫 Y-3 樋口知美
佐々木
典子

10:30 10:40 0:10

10:40 11:10 0:30 A-4 金田侑大 五十嵐中 B-4 C-4
Midori

Matsushi
ma

野口晴
子

D-4 上野貴之 加藤弘陸 Y-4
Ammazia

Hanif
近藤克則

11:10 11:40 0:30 A-5
戸田

花奈子
後藤励 B-5

Shen
Yichen

吉岡貴史
伊藤

由希子
C-5

Mizanur
Rahman

湯田道
生

D-5 岸田研作
冨蓉

（Rong
Fu）

Y-5
Do Thi
Hoai
Giang

泉田信行

11:40 12:00 0:20 11:40 12:00 0:20

12:00 12:40 0:40 12:00 12:40 0:40

12:40 12:50 0:10 12:40 12:50 0:10

12:50 14:50 2:00 12:50 14:50 2:00

15:10 15:40 0:30 A-6 チンユル 後藤励 B-6 三澤
和郁子

臼井
恵美子

C-6 D-6 濱名仁美 松原由美 E-6 Shamima
Akter

白岩健

15:40 16:10 0:30 A-7 菅原慎矢 泉田信行 B-7 加島遼平 佐藤一磨 C-7 D-7 藤高美海 原広司 E-7 ジョンス
ンウォン

上村一樹

16:10 16:40 0:30 A-8 西村仁憲 菅原慎矢 B-8 C-8 D-8 大谷侑輝 安川文朗 E-8 陳鳳明 鈴木亘

16:40 16:50 0:10

16:50 17:20 0:30

17:30 18:00 0:30

発表者アルファベット表記は英語発表

総会

17:10

加藤弘陸

中村
さやか

2:00

17:10 17:30 0:20 休憩

会場設営（入場可）

0:20 休憩

昼食
※午後セッションの発表資料は、11:45から12:30までに各会場へご提出ください。

近藤尚己

大会長挨拶

シンポジウム
近藤 克則
近藤 尚己
竹林 正樹
要藤 正任

小和田 みどり

岸田研作

休憩

M-2

休憩

医療経済学会 第18回研究大会　タイムテーブル

メイン会場
けやき会館大ホール1F

A会場

レセプションホール_3F
一般演題発表

B会場

会議室（4）_3F

一般演題発表

E会場
会議室（3）_2F

（午前）若手研究者育成の
ためのセミナー

（午後）一般演題発表

C会場

中会議室_3F
一般演題発表

D会場

 会議室(2) _2F
一般演題発表

近藤克則湯田道生

近藤克則

取下げ

15:10

14:50 15:10

開場・受付
開場・受付

※午前セッションの発表資料は、08:45 までに各会場へご提出ください。

9:00

後藤励
中村良

太
國澤進

11:40 2:40

池田俊也 福田敬

中村良
太

会場準備

AMED研究成果報告
シンポジウム

橋本 英樹

五十嵐 中

中村 良太

康永 秀生

近藤 克則

野口 晴子

井深 陽子

飯塚 敏晃

6



第18回研究大会　一般演題一覧
演題番号 発表者氏名 所属 若手最優秀

発表賞対象 発表言語 演題名

A-1 佐藤　壮 東京大学大学院医学系研究科臨床疫学・経済学 〇 日本語 ヒト免疫不全ウイルス感染者における遺伝子組換え帯状疱疹ワクチンの費用効果分析

A-2 本多　貴実子
慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科公衆衛生
学専攻/同グローバルリサーチインスティテュート医療経済・
医療技術評価研究センター

〇 日本語 IgA腎症の早期発見の効果に注目した学校腎臓病検診の費用効用分析

A-3 劉　寧
（リュウ ネイ） 産業医科大学医学部公衆衛生学教室 日本語 高齢認知症患者に実施する胃瘻造設術の費用対効果分析

A-4 金田　侑大 北海道大学医学部 〇 日本語 COVID-19ワクチン接種を促進するには？-オプトアウトとオプトインの潜在的影響力の比較-

A-5 戸田　花奈子 埼玉県立大学　健康開発学科 日本語 地域在住高齢者の「先延ばし」傾向と口腔衛生及び口腔機能との関連

A-6 チン ユル
(Chen Yu-Ru) 千葉大学 〇 日本語 近隣の歩きやすさと介護費との関連：JAGES2010-2019コホート研究

A-7 菅原　慎矢 東京理科大学 日本語 Preventive Long-Term Care Service: Evidence from Japan

A-8 西村　仁憲 千葉工業大学 日本語 The effect of COVID-19 on elderly care provision and family health: Evidence from European
Countries

B-1 飯塚　玄明 千葉大学予防医学センター 〇 日本語 ウォーキングポイント事業参加の有無と高齢者の要介護認定・死亡との関連

B-2 Sultan  Sabera The Department of Global Health Policy, The
Universitry of Tokyo 〇 English Pattern and corelates of sedentary behavior in Afghanistan: a national and sub-national level

study

B-3 縄田　和満 一橋大学社会科学高等研究院 日本語 心疾患の血圧を中心としたリスク要因に関する分析

B-4 取下げ ⁻ ⁻ ⁻ ⁻

B-5 Shen　Yichen Kanagawa University of Human Services English Alcohol Access and Sugar-Sweetened Beverages: Evidence from the Minimum Legal Drinking
Age

B-6 三澤　和郁子 東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻 〇 日本語 高齢者の就労・退職選択と自覚的健康状態の関連；予測就労確率を用いた比較

B-7 加島　遼平 独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総
合研究所 日本語 管理職転換による精神的健康状態と満足度への影響

C-1 Kyoko Shimamoto
(嶋本　恭子) Keio University English Public preferences for reducing health inequality in Japan: A national-level general

population survey

C-2 ISLAM　MD
RASHEDUL Hitotsubashi University English Does the level of inequality in the prevalence of anemia among non-pregnant women vary

across countries? evidence from 45 low- and middle-income countries

C-4 Midori Matsushima
（松島　みどり） University of Tsukuba English Sexual Orientation Health Disparities in Japan: A decomposition analysis

C-5 Mizanur Rahman Hitotsubashi University English Global, regional, and national estimates and trends in distress financing for health care from
2014 to 2021

D-1 Masaki Takahashi
（髙橋　雅生） Sophia University English Provider Incentives for Capacity Utilization: Evidence from Patient Deaths

D-2 ABBAS KHATOUN
Department of Healthcare Economics and
Quality Management, Graduate School of
Medicine, Kyoto University

〇 English A Screening Method for the Use of Broad-Spectrum Antibiotics for Pneumonia in Elderly at
the Hospital Level

D-3 本田　雄大 京都大学　大学院医学研究科　医療経済学分野 〇 日本語 「早期離床・リハビリテーション加算」の新設がICU入室患者への早期リハビリテーション実施割合とアウトカムに及ぼす
影響： DPCデータを用いたデータベース研究

D-4 上野　貴之 千葉大学大学院医学薬学府 〇 日本語 高齢者における健診受診の有無と医療費・介護費の関連

D-5 岸田　研作 岡山大学 日本語 A reexamination of spillover effect of Japanese long-term care insurance as an employment
promotion policy for family caregivers

D-6 濱名　仁美 慶應義塾大学大学院商学研究科 博士課程 〇 日本語 医療法人の「持分」、「非営利性」、「公益性」という概念はどのように理解すべきか

D-7 藤髙　美海 北九州市立大学大学院社会システム研究科 日本語 VUCA時代における中小病院の持続経営 ～産婦人科病院の多角化経営を中心に～

D-8 大谷　侑輝 市立貝塚病院 日本語 国民総所得と放射線治療体制の関係性

E-6 Shamima Akter Hitotsubashi Institute for Advanced Study,
Hitotsubashi University English Population-level interventions to tackle smoking behavior: a systematic review and network

meta-analysis

E-7 鄭丞媛
(ジョンスンウォン) 新見公立大学 日本語 SIBを活用した「健康ポイント事業」における医療費抑制の成果

A市におけるSIBを活用した「健康ポイント事業」は医療費抑制につながったのか

E-8 陳　鳳明 東北大学大学院経済学研究科 日本語 中国における社会保障政策の導入は逆効果になるのか－2018年CHARLSデータを用いたRDD分析-

第20回　若手研究者育成のためのセミナー
Y-1 久松  佳穂 筑波大学大学院人文社会科学研究群 日本語 産科施設での母乳代用品サンプルの受け取りが授乳行動に与える影響

Y-2 中山　一世 大阪大学大学院経済学研究科 博士前期課程 日本語 新型コロナウイルス・ワクチンの接種が地方公共団体の信頼に与えた影響：回帰不連続デザインによる検証

Y-3 樋口　知美 慶応義塾大学健康マネジメント研究科 博士課程 日本語 近視予防の費用効果分析

Y-4 Ammazia Hanif University of Tsukuba English Effects of Community-Level Sanitation on Female Anemia: Evidence from 10 Sub-Saharan
African Countries

Y-5 Do Thi Hoai Giang Okayama University English The impact of healthcare service support scheme on the utilization of outpatient and
inpatient care services in Vietnam
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演題番号：A-1 
ヒト免疫不全ウイルス感染者における遺伝子組換え帯状疱疹ワクチンの費用効果分析

（申込者） 東京大学大学院医学系研究科臨床疫学・経済学 佐藤 壮 

（共同演者） 東京大学大学院医学系研究科臨床疫学・経済学 小西孝明 

東京大学大学院医学系研究科臨床疫学・経済学 康永秀生 

＜背景＞ 

ヒト免疫不全ウイルス（HIV）感染者は、帯状疱疹や帯状疱疹後神経痛などの日和見感染症に罹患しやすいとされる。

一部の国では帯状疱疹の予防接種として、生ワクチンだけでなく、免疫不全状態でも接種可能なRecombinant Zoster 

Vaccine（RZV、Shingrix®）が使用可能である。一般高齢人口に対するRZVの一律接種は費用対効果に劣ると既報で示

されているが、HIV感染者では帯状疱疹の罹患リスクが高いため費用対効果に優れている可能性がある。 

＜目的＞ 

本研究の目的は、50歳以上のHIV感染者に対するRZVの費用効果分析を実施することである。 

＜方法＞ 

50歳以上のHIV感染者に対するRZV2回接種と非接種の費用と効用を比較するため、マルコフモデルを作成した。6つの

健康状態（罹患なし、帯状疱疹罹患、帯状疱疹後神経痛罹患、罹患からの回復、帯状疱疹再発、死亡）を推移する患

者を、1年周期で30年間追跡した。モデルの各パラメータは、過去の疫学研究及び日本の大規模診療データベースに基

づき設定した。社会的観点から質調整生存年数（QALY）あたりの増分費用効果比を推計し、支払い意思額の閾値であ

る500万円/QALYと比較した。一次元的決定論的感度分析、モンテカルロ法（1万回試行）による確率論的感度分析、及

び米国の高い帯状疱疹罹患率を代入した場合や65歳以上を対象とした場合のシナリオ分析を実施した。 

＜結果＞ 

非接種に対するRZV2回接種の増分費用効果比は78,777,774円/QALYであった。一次元的決定論的感度分析では、帯

状疱疹罹患の効用が増分費用効果比に最も大きな影響を与えていた。確率論的感度分析やシナリオ分析では、すべ

ての推定値が500万円/QALY以上に位置した。また、65歳以上に対するシナリオ分析における増分費用効果比は

80,857,076円/QALYであり、50歳以上の場合よりも高かった。 

＜考察＞ 

50 歳以上の HIV 感染者に対する RZV の非接種と比較した 2 回接種は、費用対効果に劣ることが示された。これは第

一に、RZV による効用の増分が少ないためと考えられる。一般高齢人口を対象とした既報と同様に、本研究でも RZV

による増分の効用は 0.011QALY と僅かであった。第二に、50 歳以上の HIV 感染者の帯状疱疹罹患が少ないためと考

えられる。一般高齢人口の帯状疱疹罹患のピークは 70 代であり、加齢に伴い感染割合が増加する一方、HIV 感染者

のピークは 50 代であり、高齢者は帯状疱疹以外の疾患により死亡する可能性がある。さらに、米国の 18–49 歳の HIV

感染者を対象とした費用効果分析研究の結果（増分費用効果比、約 10,000,000 円/QALY）を勘案すると、いずれの年

代においても HIV 感染者に対する RZV2 回接種は費用対効果に劣ると考えられた。 
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演題番号：A-2 
IgA腎症の早期発見の効果に注目した学校腎臓病検診の費用効用分析 

（申込者） 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科公衆衛生学専攻/ 

同グローバルリサーチインスティテュート医療経済・医療技術評価研究センター 氏名 本多貴実子 

（共同演者） 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科 阿久根陽子 

慶應義塾大学大学院経営管理研究科/同健康マネジメント研究科/ 

同グローバルリサーチインスティテュート医療経済・医療技術評価研究センター 後藤励 

＜背景＞わが国では慢性腎臓病（CKD）の早期発見と治療を主な目的に、50年にわたって学校腎臓病検診が行われて

きた。検診導入後に若年での末期腎不全者数減少や末期腎不全に占める糸球体腎炎の割合が減少したという効果が

示されている一方で、検診事業として経済的な視点を加えた評価が行われたことはない。本研究では、小児期発症IgA

腎症の早期発見による治療効果に注目し、日本における学校腎臓病検診について費用効用分析を試みた。 

＜目的＞ 

(1）IgA腎症の早期発見による治療効果に着目し、学校腎臓病検診の費用と効果の両方を評価するモデルを構築する

こと、（2）日本における学校腎臓病検診の費用対効果を評価すること 

＜方法＞ 

公的資金支払者の立場から、アウトカムを質調整生存年数（Quality-adjusted life year: QALY）、分析期間を生涯とした

分析モデルを作成し、小・中・高校生を対象とした学校腎臓病検診（尿試験紙による検尿）の費用効用分析を行った。基

本分析では頻度は現行の年1回とし、比較対照は検診を行わない場合とした。検診対象とする疾患は小児期発症IgA腎

症のみとし、19歳以上で発症するIgA腎症は含まないこととした。分析中で使用する確率、費用、QOL値等のパラメータ

は先行研究の数値を利用した。費用効果的であるかどうかの閾値は医薬品や医療機器に対する費用対効果評価の小

児疾患が含まれる場合の基準値を参考に750万円/QALYとし、これを下回る場合に費用対効果に優れると判断するこ

ととした。検診開始年齢を引き上げる、あるいは頻度を減らして検診回数を減らすシナリオ分析を実施した。 

＜結果＞基本分析ではICERは4,186,642円/QALYとなり、閾値を下回った。シナリオ分析では、検診開始年齢を上げる

ほどIgA腎症による末期腎不全患者が増加する一方で費用対効果は改善され、検診開始年齢を高校1年以上とした場

合費用削減となった。また、実施間隔を延長した場合、小学校中学校高校で各1回ずつ検診を行う場合にも費用削減的

となった。一次元感度分析では、スクリーニングがない場合にIgA腎症の患者が偶発的に受診する年間確率、スクリー

ニング費用、ＩｇＡ腎症の年間発症率が影響の強い変数であった。

＜考察＞ 

小児期発症 IgA 腎症の早期発見による治療効果を考慮した場合、学校腎臓病検診が費用対効果に優れる可能性が

示された。原則的に、公衆衛生プログラムの経済評価は、より広範な個人と波及の結果を捉えるために社会の立場で

行われるべきであるが、本分析は日本人の小児 CKD 患者の家族の生産性損失や生活の質への影響に関するデータ

がないため、公的資金支払者の立場で実施された。末期腎不全患者の家族への負担を考慮すると、社会の立場から

の分析では費用対効果はさらに優れたものになる可能性が高い。一方で、本分析結果はスクリーニングがない場合に

IgA 腎症の患者が偶発的に受診する年間確率に強く依存していた。IgA 腎症では感冒罹患時などに肉眼的血尿がみら

れることが良く知られており、検診がなくとも肉眼的血尿を契機に受診する患者が多ければ、検診の費用対効果は悪く

なる可能性がある。 
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演題番号：A-3 
高齢認知症患者に使用する胃瘻造設術の費用対効果分析 

（申込者） 産業医科大学医学部公衆衛生学教室 劉 寧 

（共同演者）九州大学大学院医学系学府医療経営・管理学 馬場園 明 

産業医科大学医学部公衆衛生学教室 松田晋哉 

＜背景＞ 

認知症等慢性疾患の進行で経口摂取ができなくなった高齢患者に対して、胃瘻造設術が延命治療としてよく行われ

ていた。しかしながら、2000年以降、胃瘻の使用は認知症患者の生命を有意に延長することができないと示すエビデン

スが急増している。この流れに沿って、2010年以降、日本医師会、日本老年学会、及び日本厚生労働省等の公的機関、

学術団体が延命治療に関するガイドラインをそれぞれ発表し、胃瘻を含む人工栄養を実施する前に必ず回復の見込み

を評価しなければならないと強調した。科学的エビデンスと社会的価値観に基づく医療サービスの政策決定を行うため

には、臨床アウトカムの測定以外、医療経済学的観点を取り入れた評価も欠かさない。しかしながら、重度の認知症と

いった回復の見込みが低い患者に実施する胃瘻造設術の費用対効果の研究がほぼない。 

＜目的＞ 

 本研究の目的は、要介護度4以上の高齢認知症患者に実施する胃瘻造設術の費用対効果を評価することである。 

＜方法＞ 

本研究は後ろ向きデザインのコホート研究であり、福岡県後期高齢者医科保険レセプトデータと同県介護保険レセプ

トデータを使用する。

2016年4月から2019年3月までの間に、嚥下障害、若しくは栄養失調、若しくは誤嚥性肺炎で入院した要介護度4以上

の高齢認知症患者（>=75歳）を対象者とし、胃瘻造設術を受けた胃瘻有群と人工栄養を受けていない胃瘻無群の2群

に分けた。また、性、年齢等の共変量における2群の差をなくし、比較させるためには、傾向スコアを用いて1：1の比でマ

ッチングを行った。さらに、上記の病名で入院した最初日（Index）から観察終了の2020年3月31日まで最小1年間、最大4

年間追跡し、Prevalence-based平均医療費と生存年を計算した。 医療費は外来と入院の合計費であり、調剤薬物費

用を入れていない。 

＜結果＞ 

マッチング後、対象者488人のうち、胃瘻有群に244人、胃瘻無群に244人いた。平均年齢は86.1歳であり、女性が全

体の67.8％を占める。胃瘻無群では、生存年の中央値は1.005、生存年の平均値は1.608、平均医療費は3,614,667円で

あった。胃瘻有群では、生存年の中央値は1.555、生存年の平均値は1.964、平均医療費は6,083,755円であった。胃瘻

無群と比べて、胃瘻有群の増加した生存年は0.356であり、ICERは6,935,640となった。 

＜考察＞ 

  本研究は、重度の認知症患者が嚥下障害等で入院した場合、人工栄養を受けない選択肢と比べて、胃瘻造設術を

受けた後の費用対効果を評価するはじめての研究である。胃瘻無群と比べて、胃瘻有群の生存年数が有意に長かっ

たが、高いコストの範囲に入った。 
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演題番号：A-4 
COVID-19ワクチン接種を促進するには？-オプトアウトとオプトインの潜在的影響力の比較-  

 

（申込者） 北海道大学 氏名金田侑大 

（共同演者） 所属名慶應義塾大学 氏名難波美羅 

所属名青森県立大学 氏名竹林正樹 

 

＜背景＞ 

ワクチン接種は新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対する基本の感染対策であり、致死率の低いオミクロン株

が流行の主流となった後も、WHOは高齢者など高リスク層には引き続き接種を推奨している。しかしながら、接種率の

低下やキャンセル率の上昇が最近では指摘されており、それに伴うワクチン廃棄の問題も深刻である。本邦では昨年

春までに2兆4千億円の予算を投じ、8億8千万回分のワクチンを確保したにもかかわらず、昨年11月の補正予算案では、

新たに4750億円を投じ、9千万回分を購入しなければならない状況だ。ワクチン廃棄に関する十分な情報開示はないも

のの、2023年4月現在時点での国民のワクチン総接種回数が計3億8千万回程度であることを考えると、かなりのワクチ

ンが使われないまま廃棄されていることが予想される。このような経済損失と、ワクチン未接種による感染時の重症化リ

スクを同時に低減させるためにも、ワクチン接種体制の抜本的な見直しが急務である。 

＜目的＞ 

2023年4月現在、ワクチン接種体制として日本ではほとんどの自治体で、被接種者が自身で日時を予約するオプトイ

ンが採用されており、自治体側から接種日時を指定して接種券を配るオプトアウトを採用している自治体はわずかだ。

しかし、これらの接種体制の違いがワクチン接種率に与える影響に関して、これまで十分な情報がなかった。本研究で

は、COVID-19ワクチン接種における、オプトインとオプトアウトのデフォルトの違いによる接種率、および、そのキャンセ

ル率の違いを検討することを目的とした。 

＜方法＞ 

青森県10市(青森市、弘前市、むつ市、八戸市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、つがる市、平川市)を対象

に、2021年10月10日時点で、当時のプロトコルであった12歳以上、２回接種の年齢層別での接種率、接種当日のキャ

ンセル率について調査した。また、オプトアウトを設定した際に寄せられた苦情についても確認した。 

＜結果＞ 

10 市のうち、1 都市で 15～64 歳の全世帯を対象にオプトアウトが採用された。オプトアウト群での接種率は、20-64 歳

の比較対象年齢において、95％信頼区間で 1 回目が 88.2％-89.2％、2 回目が 84.9％-86.0％であった。一方、全体の

オプトイン群（オプトアウトを採用していなかった 9 市、うち 1 市は接種率に関する情報開示がなかったため、比較対象

からは除外）では、同年齢層で 1 回目が 77.0%-77.3%、2 回目が 60.3%-60.6%であった。また、オプトイン群ではキャンセ

ル率に関する情報は収集されていなかったものの、オプトアウト群では、当日のキャンセル率は 1 回目 11.3％、2 回目

3.7％であった。加えて、オプトアウトを設定したことによる苦情はなかった。 

＜考察＞ 

COVID-19 ワクチン接種率は、1、2 回目ともに 15-64 歳の全年齢層でオプトアウト群がオプトイン群よりも高く、また、

オプトアウト群でのキャンセル率も 1 割程度と、インフルエンザワクチンを用いた先行研究で懸念されていたほど (7 割

以上)ではなかった。一方で、日本の自治体は地域ごとに面積や人口構成が異なる。本研究は医療資源が限られ、高

齢化の深刻な青森県を対象としたが、この結果をそのまま首都圏など、生産年齢人口の多い都市部に当てはめて解釈

することには注意が必要だ。ただ、COVID-19 ワクチンが 6 バイラルを 1 単位として販売されており、解凍後の再利用

12



が認められないことなどを考えると、特に医療過疎地域においてオプトアウト方式の導入は、人々の健康と医療経済の

両面に貢献することが考えられる。 
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演題番号：A-5 
地域在住高齢者の「先延ばし」傾向と口腔衛生及び口腔機能との関連 

（申込者）埼玉県立大学 健康開発学科  戸田 花奈子 

 （共同演者）東京医科歯科大学 大学院 摂食嚥下リハビリテーション学分野 山口 浩平 

大阪大学 感染症総合教育研究拠点 科学情報・公共政策部門 佐々木 周作 

東京医科歯科大学 大学院 摂食嚥下リハビリテーション学分野 戸原 玄 

東京医科歯科大学 大学院 口腔疾患予防学分野 品田佳世子 

＜背景＞ 

時間割引率が大きい者や現在バイアスの強い者は健診や予防接種を受けない、現在歯数が少ないなど、個人の時

間選好が医療健康行動に影響することが報告されている。しかし、日本国内の高齢者を対象にして、歯科医の検査に

よって測定された口腔衛生及び口腔機能との関連を調査した報告は僅少である。 

＜目的＞ 

地域在住高齢者を対象に個人の選好と口腔衛生及び口腔機能との関連を明らかにする。 

＜方法＞ 

本研究は神奈川県某区シニアクラブに所属する高齢者を対象とした質問票および実測調査である。質問票は基本情

報、口腔保健行動、口腔関連Quality of Life（QoL）、嚥下評価、食欲評価、栄養評価スケールに加えて、The Global 

Preference Surveyにもとづく選好に関する質問（せっかちさ、先延ばし傾向、リスク耐性）等の構成とした。実測調査は

口腔診査及び口腔機能評価を実施した。研究期間は2022年11月～2023年2月。 

重回帰分析を実施し、各評価項目を従属変数として、年齢、性別、選好（せっかちさ、先延ばし傾向、リスク耐性）3問

および支払い能力を説明変数とした。本研究は東京医科歯科大学歯学部倫理審査員会の承認を得て実施した

（D2019-082）。 

＜結果＞ 

調査に参加した72名のうち68名を分析対象とした。「1日の歯磨き回数」、「機能歯ユニットFTUスコア」、「口腔関連

QoLスコア」、「利き手の握力」、「栄養評価」を従属変数として重回帰係数を行った結果、「先延ばし傾向」との間に有意

な相関関係を認めた。つまり、先延ばし傾向の強い者は「1日の歯磨き回数が少なく」、「口腔関連QoLが低く」、「舌口唇

運動機能が低く」、「奥歯の噛み合わせが悪く」、「栄養状態が悪い」傾向にあることが示された。 

＜考察＞ 

 本研究では地域在住高齢者の先延ばし傾向について、QoL 等の主観的情報だけでなく、口腔衛生、口腔機能等の客

観的な実測指標との関連を明らかにした。適切な口腔保健行動が抑制され口腔疾患のリスクが生じ、歯が喪失すると

口腔関連 QoL が低下し、咀嚼に関わる噛み合わせが悪化する。噛み合わせの悪化は食形態の制限に通じ、低栄養の

リスクや筋力の低下に繋がる可能性がある。加齢に伴い口腔機能および筋力は低下していくが、本研究の結果から、

先延ばし傾向の強さが一連の負の健康行動特性やその帰結の背景にある可能性が示唆された。 
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演題番号：A-6 
近隣の歩きやすさと介護費との関連：JAGES2010-2019コホート研究 

 

（申込者） 千葉大学医学薬学府 先進予防医学専攻 博士課程 Yu-Ru Chen 

（共同演者） 千葉大学  花里真道 

日本福祉大学  斉藤雅茂 

千葉大学  河口謙二郎  

千葉大学  近藤克則 

 

＜背景＞ 

高齢化が進展する中、介護費は2021年に11兆円を超過した。近隣環境の整備改善による「ゼロ次予防」が着目さ

れている。先行研究において、歩きやすい地域は高齢者の身体活動量を高め、うつや心血管疾患のリスクを下げ

ることが報告されている。しかし、近隣の歩きやすさと介護費との関連は不明である。 

＜目的＞ 

近隣の歩きやすさと介護費との関連を検証することを目的とした。 

＜方法＞ 

日本老年学的評価研究(JAGES)が2010年に実施した自記式郵送調査回答者を最長約9.5年間追跡した縦断デー

タを用いた。対象者は、要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の者のうち、日常生活動作が自立し、身長、

体重、居住年数、居住地情報に欠損のない者、追跡期間中に転出したことがない者とした。最終的な対象者は5市

町に居住する27,136人(平均年齢：73.6±5.9歳、女性：52.6%)とした。目的変数は追跡期間中の1人あたりの年間介

護費（円）とした。説明変数は近隣の歩きやすさとし、全国の小地域単位で、商業集積までの距離、公園までの距

離、人口密度、道路密度の4指標をそれぞれ25分位し単純加算し、4～100点を取りうるWalkability indexとした。調

整変数は、年齢、性別、教育歴、婚姻状況、等価所得、独居有無、主観的健康感、うつ、治療中疾病の有無、外出

頻度、歩行時間、居住年数、降雪量、日照時間とした。調整変数の欠損値は多重代入で補完し、重回帰分析を用

い、係数と95％信頼区間(95％CI)を算出した。 

＜結果＞ 

追跡期間中の介護事業利用者数は5,532人(20.4%)で、全体の79.6%は介護費が0円、平均介護費は83,068.7±

295,118.5円／人・年であった。近隣環境のWalkability indexの平均値は70.7±17.1点（最大値99点、最小値は20

点）であった。近隣環境のWalkability indexが10%上がるごとに高齢者の介護費は3,812（円／人・年）低い結果であ

った 

（95%CI= -5,260.8～-2,364.6）。 

＜考察＞ 

近隣の歩きやすい地域で介護費は低かった。歩きやすい環境に居住する高齢者は身体活動が高まり健康を保っ

ている可能性がある。地域環境によっては暮らしているだけで自然に介護費が抑制されうる可能性が示唆された。

今後より詳細な分析とメカニズムが必要である。 
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演題番号：A-7 
Preventive Long-Term Care Service: Evidence from Japan 
 

（Presenter） Tokyo University of Science, Shinya Sugawara  
（Co-author） University of Tokyo, Toshiaki Iizuka 

[Background] 
Traditionally, long-term care (LTC) services have focused on people with relatively severe disabilities, with 
little attention paid to prevention or slowing the progression of frailty. However, if early intervention can 
delay the progression of care needs, it may not only reduce the cost in the long run but also improve the well-
being of older people. Several countries have recognized such merits and begun to implement or consider 
implementing preventive LTC services, including Germany, Japan, and Taiwan. Japan is an interesting case 
to study because the government introduced preventive LTC services in 2006. 
[Purpose] 
We study whether preventive long-term care services can slow the progression of care neediness and frailty 
of older people drawing data from Japanese long-term care insurance claims (Kaigo DB), administrated by 
the Ministry of Health, Labour and Welfare (MHLW), which contains Certification data of Needed Support 
and Long-term care insurance claim data. 
[Method] 
We estimate the effect of being marginally certified at a higher care level on the user’s health status and LTC 
expenditure using a regression discontinuity design (RDD). Preventive services are provided for the two 
lightest care levels: Assistance Required 1 (AR1) and AR2. An arbitrary threshold separates the two care 
levels in terms of estimated minutes needed to provide long-term care (care minutes). The use of preventive 
services discontinuously increases as the individual’s care level increases. However, an individual’s 
underlying frailty is likely to change smoothly at the threshold. We exploit the discontinuity in the LTC 
expenditure to infer its effect on care neediness and frailty of the recipient.  
[Results] 
We find that those marginally certified at a higher care level spend more on preventive services, especially 
daycare services, than those at a lower care level. However, we find no evidence that being marginally 
certified at a higher care level slows the progression of care neediness nor the recipient's frailty with respect 
to ADL and IADL limitations and dependence in daily life for people with dementia. 
[Discussion] 
An important limitation of this analysis is that, although we observe more than 50% increase in preventive 
expenditure at the threshold, our analysis focuses on the marginal of preventive care at the threshold and does 
not examine its effects at the extensive margin. The latter is of course an important issue to examine, and we 
leave it for future research.  
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演題番号：A-8 
The effect of COVID-19 on elderly care provision and family health: Evidence from European 
Countries 

（申込者） 千葉工業大学 西村仁憲 

（共同演者） 早稲田大学 及川雅斗 

 

＜背景＞ 

COVID-19が2020年以降に世界中に影響を与え始めてから、パンデミックは世界中の様々な分野と人々に

影響を与えてきた。パンデミックがスタートした後に、様々な研究者がCOVID-19の社会への影響と人々の

健康の間の関連について分析を行ってきた(Bulck et al., 2022; Meesala et al., 2020; Moreno et al., 2020; 
Pfefferbaum et al., 2020)。今回は、COVID-19の社会への影響と人々の健康の間の関連についての研究が進む

中で新たな分析結果を提供する。 
＜目的＞ 

COVID-19による家庭内の高齢者への介護負担と家族内の健康について分析を行う。 
＜方法＞ 

データは、以下の三つを使用する。分析では27か国の国を使用する。 

・Survey of Health Ageing and Retirement in Europe Wave 8 (released in 2022) 
(https://share-eric.eu/data/data-documentation/waves-overview/wave-8) 
著者らの分析ではこの調査の第８回のデータを使用している。 
・SHARE Corona Survey  
(https://www.share-project.hr/en/share-covid-19-research-project/) 
この調査の特色は、“the most important life domains for the target population and asks specific questions about 
infections and changes in life during the lockdown” (SHARE-ERIC Central coordination, 2020)ということであり、

この調査に含まれる情報を分析に使用している。 
・ WHO Coronavirus (COVID-19) Dashboard, Daily cases and deaths by date reported to WHO 
(https://covid19.who.int/data) 
この調査から日々の感染者数と死亡者の情報を使用する。 

 例えば、筆者らは推計式の(1)を推計した。筆者らは、家計内の家族のメンバーにおけるCOVID-19による両親

への介護、うつ病の症状、睡眠障害への影響を分析した。サンプルを適宜限定して分析を行っている。 

 
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝜃𝜃𝑖𝑖 + 𝜙𝜙𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 (1) 

 
• 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖: 介護を行うかどうか（providing informal care to parents）, うつ病のありなし（having a depression）, 

睡眠障害のありなし（having sleeping problems） for individual i in country c and at year y and month m. 
• 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖: cumulative confirmed infection cases in country c at year y and month m. 
• 𝜇𝜇𝑖𝑖 ,𝜃𝜃𝑖𝑖 ,𝜙𝜙𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖𝑖: 個人（individual）, 国（country）, 調査のタイミング（the timing of survey） and country-

year fixed effects, respectively. 
• 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖: error terms. 

 
＜結果＞ 
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以下の分析結果を得た。 

・the cumulative confirmed infection cases variableの係数は、介護供給を行うかどうかに対して統計

的に有意に負となった。性別、兄弟姉妹の数別でサンプルを分割しても統計的に有意に負の結果を得た。 

・兄弟姉妹が一人以下のサンプルに限定すると、the coefficients of cumulative confirmed infection 

cases variableの係数が、睡眠障害のありなしで統計的に有意に負となった。 

＜考察＞ 

女性と兄弟の数が少ない人は、パンデミック前に両親への日々のケアを行っていた。今回の結果は、高齢者の

介護負担は、パンデミック後に全体としては減少し、女性と兄弟の数が少ない層では健康状態が改善したこと

を示している。 

 

参考文献： 

• Betty Pfefferbaum, Carol S. North, M.P.E. (2020), Mental Health and the Covid-19 Pandemic, New England 
Journal of Medicine, 383, 6, 510-2 

• Carmen Moreno, Til Wykes, Silvana Galderisi, Merete Nordentoft, Nicolas Crossley, Nev Jones, Mary Cannon, 
Christoph U Correll, Louise Byrne, Sarah Carr, Eric Y H Chen, Philip Gorwood, Sonia Johnson, Hilkka 
Kärkkäinen, John H Krystal, Jimmy Lee, Jeffrey Lieberman, Carlos López-Jaramillo, Miia Männikkö, Michael 
R Phillips, Hiroyuki Uchida, Eduard Vieta, Antonio Vita, Celso Arango (2020), How mental health care should 
change as a consequence of the COVID-19 pandemic, Lancet Psychiatry, 7, 813–24 

• Neeraja Meesala, Harsha G.V.D., Pradeep Kandikatla, Venkata Karteekvarma, Sandhya R. Nadakuditi, Sampath 
K. Kakaraparthi (2020), Measuring the impact of COVID‑19 on mental health as a preliminary procedure in 
primary care provision: A cross‑sectional study using COVID‑19 anxiety scale, Journal of Family Medicine and 
Primary Care, 9(11),5554–58. 

• SHARE-ERIC Central coordination (2020), Collecting survey data among the 50+ population during the 
COVID-19 pandemic: The Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe, Survey Research Methods, Vol. 
14, No. 2, 217-21 

• Roodman, David, Morten Ørregaard Nielsen, James G MacKinnon, and Matthew D Webb, Fast and wild: 
Bootstrap inference in Stata using boottest, The Stata Journal, 2019, 19 (1), 4–60.  

• Van den Bulck, Jonas Crèvecoeur, Bert Aertgeerts, Nicolas Delvaux, Thomas Neyens, Gijs Van Pottelbergh, 
Patrick Coursier, Bert VaesID (2022), The impact of the Covid-19 pandemic on the incidence of diseases and 
the provision of primary care: A registry-based study, PLOS ONE, July 6, 2022 
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演題番号：B-1 
ウォーキングポイント事業参加の有無と高齢者の要介護認定・死亡との関連 

 

（申込者） 千葉大学予防医学センター，飯塚玄明 

（共同演者） 筑波大学体育系  辻大士 

千葉大学予防医学センター  井手一茂 

千葉大学予防医学センター  近藤克則 

 

＜背景＞ 

歩行量や身体活動量の充足は疾患の罹患や死亡のリスクを減らすため，WHOや厚生労働省はそれらの活動量を増

やすことを推奨している．先行研究では，歩数計の使用や金銭的インセンティブの取り組みによる歩行量増加の効果が

示されている．日本でも複数の自治体で導入されているウォーキングなどによる健康ポイント事業に参加している高齢

者では，歩行時間が伸び，運動機能得点が向上し，うつ得点の悪化が少ないことが示されている．一方で，要介護認定

や死亡などの，より重篤なイベントの発生まで減るのかは分かっていない． 

＜目的＞ 

ウォーキングポイント事業に参加し，歩数計を使用しかつ歩数をアップロードしている高齢者では，参加していない者

と比較して，要支援・要介護認定（以下，要介護認定）や死亡の発生が少ないのかを明らかにする． 

＜方法＞ 

日本の人口百万人以上のA市に在住する，要介護認定を受けていない日常生活動作が自立した65歳以上の4,298

人を分析対象とした．説明変数は，2014年に開始された事業に2016年11–12月時点で参加しているか否かに加え，歩

数データの読み取り機へのアップロード状況に着目し，参加（アップロードあり）群，参加（アップロードなし）群，非参加

群の3群とした．その後の約4年間，2020年10月までの要介護認定と死亡のいずれかの発生を目的変数とし，事業開始

前の2013年時点の15変数を調整したCox比例ハザードモデルを実施した． 

＜結果＞ 

参加（アップロードあり）群は440人（10.2%），参加（アップロードなし）群は206人（4.8%）だった．非参加群と比較し，要

介護認定と死亡の発生のハザード比（95%信頼区間，p値）は，参加（アップロードあり）群は0.68（0.39–0.97，p=0.032），

参加（アップロードなし）群では1.00（0.65–1.36，p=0.984）だった． 

＜考察＞ 

非参加群と比較して参加（アップロードあり）群において要介護認定や死亡の発生が少なかったことから，ウォーキン

グポイント事業は，介護予防・健康増進に寄与すると考えられる．本研究で明らかとなった事業の参加者割合，要介護

認定のHazard Ratioに，一人当たりの介護給付費を掛け合わせた粗い推計を行うと，本研究で対象としたA市において，

1年間で最大で約25億円の介護給付費抑制効果と推計される．事業の予算が年間数億円であることを鑑み，費用対効

果のより精緻な評価が望まれる． 
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演題番号：B-2 
Pattern and corelates of sedentary behavior in Afghanistan: a national and sub-national level study 

（Presenter）: 1Sabera Sultan, 
（Co-author）: 1Masahiro Hashizume. 1 The University of Tokyo 

Background: Sedentary behavior was defined by WHO as any waking behaviour that requires an energy expenditure of 1.5 

METs or lower while sitting, reclining, or lying. Sedentary behavior is an emerging risk factor of cardiovascular disease and 

other non-communicable diseases (NCDs). As part of my PhD research project, I explored that daily sedentary time among 

Afghan adults were unparallelly high among South Asian countries. But there was no study that addressed this issue. 

Objectives: This study aimed at estimating the prevalence of high daily sedentary time among Afghan adults at national and 

provincial level and identifying its socio-demographic determinants.   

Methods: I used WHO NCD STEPwise survilence survey (STEPS) data 2018. Participants aged 18-69 years. Outcome 

variable was daily sedentary time. It was binary. In dose response relationship between sedentary time and mortality, WHO 

Guideline Development Group found that the risk increased gradually from about 7.5–9 hours and was more pronounced at 

greater than 9.5 hours. In this study, If daily sedentary time was greater than or equal to 7.5 hours, it was considered as high 

daily sedentary time. Exposure variables included sex, income levels (divided in quintiles), education (no schooling, primary 

or less, secondary, higher), age (18-29, 30-39, 40-49, 50-59, 60-69), place of residence (rural/ urban), marital status (never 

married, currently married, separated or divorced), and work status. I used modified Poisson regression model to estimate 

the risk ratio (RR) of high daily sedentary time for different exposures with 95% confidence interval (CI).  

Results: 45% of Afghan adults reported high daily sedentary time. Prevalence of high daily sedentary time consistently 

decreased with higher income levels (poorer: 48%, poor: 55%, middle: 46%, rich: 41%, richer: 35%) and higher educational 

attainment (no schooling: 48%, primary or less: 46%, secondary: 42%, higher: 37%) whereas it progressively increased with 

age (18-29: 39%, 30-39: 44%, 40-49: 48%, 50-59: 52%, 60-69: 52%). The prevalence was 47% among urban residents and 

42% among rural residents. The prevalence was the highest among divorced or widow (78%) followed by currently married 

(44%) and never married (36%). The prevalence was the highest among non-paid job holders (61%) followed by 

homemakers (58%) and unemployed (disabled)  (53%) and was the lowest among students (25%) followed by retired (30%) 

and unemployed adults (35%). In Bamiyan and Parwan province no adult reported high daily sedentary time. In Laghman, 

Badghis, Khost, and Kapisa the prevalence was less than 10%. The prevalence was the highest in Takhar (98%) followed by 

Samangan (90%), Zabul (88%), Kandahar (83%), Kunduz (73%) and Pakita (69%). Adjusted multivariable model showed 

that older age, being women, poor income, divorced/widow and urban residence were significant determinants of high daily 

sedentary time. 

Conclusion: Daily sedentary time was very high among Afghan adults across all subgroups. Interventions are important to 

increase public awareness regarding the health impact of sedentary lifestyles 
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演題番号：B-3 
心疾患の血圧を中心としたリスク要因に関する分析 

  

（申込者） 一橋大学社会科学高等研究院・特任教授 縄田和満 

 

＜背景＞ 

心疾患は世界的には最も主要な死亡原因となっており、我が国においても第 2 位の死原因であり、その予防は大きな

課題となっている。このため、リスク要因、特に血圧と関係に関して多くの研究が行われている。2017 年に American 

College of Cardiology (ACC)・American Heart Association(AHA)およびその他の組織が共同で、2017 ACC/AHA ガイド

ラインを発表した。2017 ACC/AHA ガイドラインでは高血圧の基準がこれまでの 140/90ｍｍHg から 130/80mmHg へと

引き下げられた。 

＜目的＞ 

本論文では、心疾患 のリスク要因、特に血圧との関連に関して健康診断データを使って分析を行った。t 年に心疾患

(heart disease, HD)の病歴がなく、翌年(t+1 年)に心疾患の病歴のデータが得られる個人を対象とし、翌年までの心疾

患の発症確率を分析した。 

＜方法＞ 

JMDC Claims Databas を使って健康診断データを使って分析をプロビット・モデル行った。データベースには、3,233,271

人から集められた 13,157,681 件の健康診断のデータが収録されている。 

＜結果＞ 

収縮期血圧(systolic blood pressure, SBP)と心疾患の発症率の２変数のみを比較した場合、推定値の t 値は非常に大

きな値となり、明確な正の関係が認められた。しかしながら、年齢、性別などの変数を共変量とした場合、有意な関係は

認められなかった。 これは、SBP と心疾患の関係が見かけ上のものに過ぎない可能性を示唆している。さらに、年齢

の影響を評価するのに 40-64 歳、65 歳以上といった長い期間のダミー変数を用いた場合、SBP の推定値は有意となっ

た。これは年齢の間隔が長すぎて SBP が年齢の代理変数となってしまっている可能性を示唆していると考えられる。 

次に、多数の共変量を含むモデルを用いて分析を行った。血圧に関する変数の推定値は 5%の水準においても有意で

はなかった。 降圧剤を服用しているかどうかのダミー変数の推定値は、高度に有意であり、心疾患のリスクと正の関係

が認められた。血圧以外では、 ヘモグロビン A1c、尿蛋白、1 年以内の体重変化,コレステロール、 ALT, 睡眠に関す

る変数の推定値が有意となった。推定値の符号はほぼ予想通りであったが、コレステロールに関しては、コレステロー

ルの種類によらず、その上昇がむしろ心疾患のリスクを減らすという結果を得た。コレステロールと関係に関しても再評

価の必要性が示唆された。 

＜考察＞ 

これらの分析結果から、2017 ACC/AHA ガイドラインは支持さず、心疾患と高血圧に関する関係に関して再検討の必要

性が示唆された。 
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演題番号：B-4 
取下げ

22



演題番号：B-5 
Alcohol Access and Sugar-Sweetened Beverages: Evidence from the Minimum Legal Drinking Age 
 

（Presenter） Kanagawa University of Human Services, Yichen Shen 
 

[Background] 
Sugar sweetened beverages (SSBs), such as soda and coke, have been shown to increase the obesity, diabetes, 
and other cardiovascular diseases across countries. Many countries have implemented policies in attempt to 
curb the consumption of SSBs including sin tax and ban of sales near school. However, most policies have 
ignored the possibility of spillover effect of alcohol use policies on the consumption of SSBs. This study fills 
in the gap by examining the causal relationship between alcohol access and SSBs. 
 
[Purpose]  
The objective of this study is to examine the causal effect of MLDA on alcohol use and the consumption of 
SSBs. 
 
[Method]  
This study uses the 1993-1996 Nutrition and Health Survey in Taiwan (NAHSIT). To address the 
endogeneity issue, I leveraged the sharp regression discontinuity with the exact date of birth contained in 
NAHSIT and the minimum legal drinking age, 18, in Taiwan. The conventional and biased-corrected robust 
methods of SRD were used. The baseline specification used a triangular kernel and a linear polynomial 
function. Alternative kernel and polynomial were used as robustness checks.  
 
[Results]  
My findings showed that alcohol access at the cutoff increased the drinking for women, not men. Moreover, 
I observed that the consumption of SSBs, specifically soft drink, increased at the cutoff for women as well. 
No effects were observed for men. Finally, the effect on the consumption of sugar-sweetened juice was not 
observed. Overall, I observed a substation effect of SSBs with alcohol. 
 
[Discussion]  
My study shows the effect of alcohol access on the consumption of SSBs in Taiwan. Specifically, the 
estimates show that women are more likely to substitute SSBs with alcohol when they reached the minimum 
legal drinking age. This demonstrated the need to address the potential substitution between alcohol and 
SSBs when implementing the alcohol control policies in order to minimize the harms from overconsumption 
of SSBs. 
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演題番号：B-6 
高齢者の就労・退職選択と自覚的健康状態の関連；予測就労確率を用いた比較 

（申込者） 東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻 三澤和郁子 

（共同演者）東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻 保健社会行動学分野 橋本英樹 

＜背景＞ 

少子高齢化に伴い、高齢者の労働参加が推し進められているが、高齢期の就労が健康状態に与える影響について

は一致した見解が得られていない。引退の決定と健康状態の内生性があることに加え、引退の決定は多因子的であり、

さらに就労・引退が健康にかかわるメカニズムとして身体的・精神的・生活習慣行動などを介するために定年年齢以降

の就労と健康状態との因果関係の検討を困難にしている。 

＜目的＞ 

高齢期の就労または引退と健康状態の因果関係を説明するメカニズムとして、社会比較による心理的ストレスの影

響を検討することを目指し、本研究では、社会的属性等の外的条件および健康条件が類似した人と比較して、標準的

な就労または引退の選択をしている集団とそうでない集団の自覚的健康状態を比較することを目的とする。 

＜方法＞ 

データは、「くらしと健康の調査（ＪＳＴＡＲ: Japanese Study of Agingand Retirement）」の第一回調査（2007 年実施）を

用い、60～70歳男性（806名）を解析対象とした。 

比較集団については、以下の方法で、過少就労群、非就労一致群、就労一致群、過剰就労群の4群に分類した。ま

ず、各個人について、調査時点の就労有無を従属変数、年齢・配偶者の有無・教育歴・これまでに診断を受けた疾患の

数等を説明変数としたロジスティック回帰分析を行い、予測就労確率を推定した。次に、解析対象者を年齢階級と54歳

時点の就労形態によって、12のグループに分け、非就労率を求めた。各グループにおいて予測就労確率が非就労率ま

でのパーセンタイル値未満の場合は予測就労なし、そうでない場合は予測就労ありとした。最後に、実際の就労有無と

比較し、一致する場合は、非就労一致または就労一致群、予測就労ありで実際は非就労の場合は過少就労群、予測

就労なしで実際は就労している場合は過剰就労群に分類した。 

アウトカムは5段階で聴取した自覚的健康状態（以下、SRH）とし、下位2段階を不良群、それ以外を良好群に分類し

た。ロジスティック回帰分析にて、SRHの2群を従属変数、比較集団の群分け（非就労一致群を除く）を説明変数とし、年

齢や配偶者の有無等で調整して、両者の関連を検討した。 

＜結果＞ 

解析対象（806名）のうち、SRHの回答があった791名について、比較集団各群の人数は、非就労一致群200名、過少

就労群128名、過剰就労群126名、就労一致群337名だった。各群において、SRH不良群の割合は、非就労一致群で

32.0％、過少就労群で22.7％、過剰就労群で24.6％、就労一致群で17.2％だった。SRHの群分けを従属変数としたロジ

スティック回帰分析の結果、就労一致群をレファレンスとして、過剰就労群のオッズ比は1.5（95％CI：0.86-2.61）、過少

就労群のオッズ比は1.31（95％CI：0.76-2.24）だった。また、54歳時点の就労形態（被雇用・自営業・非就労）によって層

別分析をすると、自営業の集団において、過少就労群のオッズ比が3.5（95％CI：0.95-12.89）と、他と比較して大きな値

となった。 

＜考察＞ 

過少就労群、過剰就労群ともに就労一致群と比較して、自覚的健康状態が悪い可能性が示唆された。高齢者が自

己の就労・引退決定にあたり社会比較が果たす役割と健康影響について、さらに検討する余地があると考えられた。
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演題番号：B-7 
管理職転換による精神的健康状態と満足度への影響 

（申込者） 所属名: 独立行政法人 労働安全衛生総合研究所  氏名: 加島遼平 

（共同演者） 所属名: 独立行政法人労働安全衛生総合研究所 氏名: 高橋正也 

＜背景＞ 

社会経済的背景(SES)と健康には正の相関が広く知られている。SESの一種である地位についても、管理職者は一般

従業員よりもメンタルヘルスが良いという相関は広く知られている。では、SESの向上の一種である管理職への転換(昇

進)も労働者のメンタルヘルスに正の影響を持つのだろうか。先行研究では、昇進はメンタルヘルスに対して負の因果

効果を持つ、という結果が支配的であった。昇進の自然実験が存在しない為、これらの先行研究はtwo-way fixed 

effect（TWFE）によって文献が蓄積していた。しかし近年、昇進のように同じ処置でもサンプル内で処置タイミングが複

数存在する場合には、従来のTWFEを行っても適切な因果効果(ATT)を推定できないことが明らかになってきている。 

＜目的＞ 

このような背景から、負の効果が出やすい昇進に後ろ向きな日本のデータを用いて、処置タイミングの違いに頑健な

Callaway & Sant’Anna (2021)の提案するstaggered DIDの修正を応用し、管理職への転換によるメンタルヘルスや満足

度に対する因果効果の方向と大きさを再確認することを目的とする。 

＜方法＞ 

データには、北里大学で実施されたJHOPE (Japanese study of Health, Occupation and Psychosocial factors related 

Equity) の2010～2013年の4年間の年次パネルデータを用いた。分析には、処置タイミングが複数存在するstagged 

treatmentの時に頑健な Callaway & Sant’Anna (2021) の修正手法を用いた。本研究では、次の2つの分析を行った。

(1)労働時間等の潜在メカニズム変数をコントロールせずにメンタルヘルス指標等をアウトカムにとった分析により総因

果効果の推定を行った。(2)先行研究からメンタルヘルスに影響を及ぼす可能性が示唆されている潜在メカニズム変数

群をアウトカムにした推定を行った。 

メンタルヘルス指標には精神医学分野で使われるk6を用いた。

＜結果＞ 

(1)の推定結果として、メンタルヘルス指標と仕事と生活満足度に静学的な総因果効果は無いことが示唆された。また効

果のダイナミクスを確認すると、２年のラグを持ってメンタルヘルスの良好な従業員の割合が昇進により減少することが

有意に示された。(2)の推定結果として、労働時間と仕事の要求度の有意な増加が継続的に起こり、報酬の適正感が一

時的に有意な改善が起こるものの長期では有意差は見当たらなかった。 

＜考察＞ 

管理職への転換はメンタルヘルスと満足度には、正と負の効果どちらのメカニズムも発生させていることが考えられた。

メンタルヘルスの良好な人々の話に限ると、２年のラグを持ってメンタルヘルスが悪化するという (1)の結果は、労働時

間の増加などのメンタルヘルスへの負の効果が継続的に起こる一方、報酬の適正感の上昇等の正の効果が一時的な

効果なことから生じている可能性が示唆された。昇進後に労働時間を増やさない用に配慮するなどの社内施策は、昇

進をメンタルヘルスにとっての正のイベントとする可能性もあることが考えられる。 
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演題番号：C-1 
Public preferences for reducing health inequality in Japan: A national-level general population 
survey 

 
（Presenter） Keio University (Japan), Kyoko Shimamoto 

（Co-authors） University of York (UK), Tim Doran and Richard Cookson 
 
[Background] 
Health inequality concerns about unfair differences in health between more and less socially disadvantaged groups 
are receiving increasing attention globally in recent years, especially following the COVID-19 pandemic. However, 
decision makers lack information about how far members of the public are willing to make trade-offs between 
reducing health inequality and improving total health. Economists have used survey data to estimate this in European 
countries, but no such evidence exists in Asia. 
 
[Purpose] 
This study aims to estimate health inequality aversion in Japan in a way that can be compared with European studies. 
 
[Method] 
A previously used online UK questionnaire instrument was translated into Japanese with minor modifications suitable 
for a Japanese audience. Data were collected from a quota sample of the Japanese general population of adults aged 
18-69, using an online survey company, from March to July 2021. The analytic sample comprised 473 observations, 
after using standard criteria to exclude invalid responses. Aversion to health inequality between income groups was 
estimated in the same way as in previous European studies, using Atkinson and Kolm indices. Regression analyses 
were conducted to explore heterogeneity in individual views by gender, age, income, education and geographic region, 
modelling continuous responses using OLS (Ordinary Least Squares). 
 
[Results] 
We find a median health inequality aversion parameter values of 13.93 for Atkinson and 0.18 for Kolm, suggesting 
that at current estimated health levels, the Japanese public weighs health gains to the poorest fifth of people 
approximately six times more highly than health gains to the richest fifth. Health inequality aversion varies by income 
and geographic region in this Japanese study, suggesting higher health inequality aversion among the lowest income 
group. However, a higher proportion of responses had to be excluded as invalid than in comparable European studies. 
 
[Discussion] 
Estimated health inequality aversion in Japan is similar to the UK, where estimated parameters were 10.95 for 
Atkinson and 0.15 for Kolm. However, the higher rate of invalid responses suggests that the concept of health 
inequality employed in European studies is understood differently in Japan, which may reflect differences in the 
conceptualisation of health inequality between different cultures. 
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演題番号：C-2 
Does the level of inequality in the prevalence of anemia among non-pregnant women vary across countries? 
evidence from 45 low- and middle-income countries 
 

（Presenter） Hitotsubashi University, Md Rashedul Islam  
（Co-author） Hamamastu University School of Medicine, Md Shafiur Rahman 

 
[Background] 
Anemia poses a serious public health problem and persists as a major challenge for the health and development of 

women and children in low and middle-income countries (LMICs). Globally, one-third of all women of reproductive age 

are anemic. A few studies previously attempted to monitor the socioeconomic inequalities in the prevalence of anemia 

in LMICs. However, those studies were either limited to one specific country or considered only household wealth-

index for exploring the inequalities at the national level.  

 
[Purpose]  
The objective of this study is to assess the within-country socio-economic and education-based inequalities in the 

prevalence of anemia among non-pregnant women. 

 
[Method]  
Data from 45 Demographic and Health Surveys conducted in low- and middle-income countries (LMICs) during 2011-

2021 were used. The weighted prevalence of anemia in each country was estimated and then disaggregated by wealth 

quintiles and educational status of women. We used slope index of inequality (SII) to assess socio-economic and 

education-based inequality in anemia. 

 
[Results]  
The prevalence of anemia differed across countries, ranging from 12.4% in Armenia to 70.0% in Yemen. The wealth-

based absolute inequality in the prevalence of anemia was pro-poor (greater prevalence of anemia among the poor) in 

32 countries. The highest level of inequality in anemia was observed in Burundi, where the prevalence was 32 percentage 

point higher in disadvantaged women compare to their wealthy women. However, the pro-rich (greater prevalence of 

anemia among the rich) inequality was highly observed in Honduras (22 percentage point higher). The education-based 

inequalities in anemia were more in the lower educated women than higher educated women in most of countries. 

 
[Discussion]  
This study showed that 47% prevalence of anemia among non-pregnant women which provided higher than the global 

estimate. In 2005, United nation estimated the global prevalence of anemia to be 30% among nonpregnant women aged 

15-49. More than 60% of women had anemia in some LMICs including Yemen, Maldives, and Mali. The magnitude of 

wealth and education-based inequality in the prevalence of anemia among non-pregnant persisted in most LMICs. This 

finding showed substantial increases in the absolute socioeconomic and education-based inequalities among non-

pregnant women. Therefore, Country-specific more effective intervention should address to alleviate the anemia burden 

and inequalities.  
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演題番号：C-4 
Sexual Orientation Health Disparities in Japan: A decomposition analysis 

（Presenter） University of Tsukuba, Midori Matsushima 
（Co-author） Keio University, Hiroyuki Yamada 

University of Tokyo, Tetsuji Minami 
Kyoto University, Naoki Kondo 

Osaka International Cancer Institute, Takahiro Tabuchi 
[Background] 
The worse adult health status of non-heterosexual relative to that of the heterosexual majority has been 
reported mainly in the U.S. while there is no study in Japan and lack of knowledge of how these health 
disparities stemmed. 
[Purpose]  
By using Japanese data, we reveal sexual orientation health disparities and decompose the determinants 
to increase our understanding of how health disparities have stemmed.  
[Method]  
We used cross-sectional data of Japan COVID-19 and Society Internet Survey 2021, a population-based 
online survey. We used 15,502 male (13,665 heterosexual and 1,837 non-heterosexual), and 15,913 female 
(14,152 heterosexual and 1,761 non-heterosexual). First, 20 diseases were used including chronic 
noncommunicable diseases, infectious diseases, pain and dental caries, and mental illnesses, as outcomes 
to examine the differences in risks across sexual orientation. Logistic regression model was used with 
demographic, socio-economic, health-behaviour related factors being held constant. Then the Fairlie 
decomposition technique was used to decompose the factors of the gap. Our focus is on whether healthcare 
access, health behaviours, and socio-economic factors can reduce the health gaps between sexual 
orientations. Two main concern of decompositions, path dependency and reference group dependency, 
were addressed by randomly ordering the variables across replications of the decomposition, and setting 
the group with the lower prevalence of diseases as a natural comparison group to be reference, 
respectively. 
[Results]  
For all outcome variables, non-heterosexual people are at higher risk of getting diseases and results are 
similar across sex. The highest odds ratio was observed for stroke (OR: 9.41, 95% CI [7.591,11.67] for male, 
and OR 8.83, 95% CI [5.921,13.16] for female) followed by pneumonia/bronchitis and chronic 
hepatitis/cirrhosis. Results of Fairlie decomposition analyses revealed that generally, health insurance 
status does not affect the health gaps while health behaviours (drinking and smoking) and socio-economic 
factors (employment, education and income) widen the gaps. These tendencies were stronger for life-style 
related illnesses such as hypertension and diabetes. 
[Discussion] 

Adverse health outcomes, including a range of diseases, for non-heterosexual people were found in our study 
and they were exacerbated by socio-economic factors and health behaviours. Our findings stress the 
importance to tackle adverse socio-economic conditions and health behaviours to mitigate the gap. 
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演題番号：C-5 
Global, regional, and national estimates and trends in distress financing for health care from 
2014 to 2021  
 

（Presenter） Md. Mizanur Rahman,PhD  
(Research Center for Health Policy and Economics, Hitotsubashi University) 

（Co-author） Gabriela Flores, PhD (World Health Organization, Geneva), PhD;  
Md. Rashedul Islam,PhD(Research Center for Health Policy and Economics, Hitotsubashi 

University);  
Professor Ryota Nakamura, PhD (Research Center for Health Policy and Economics, 

Hitotsubashi University) 
 
 
[Background] 
Distress financing in healthcare refers to borrowing money for health and medical expenses.  
[Purpose]  
We aimed to examine the prevalence of distress financing for healthcare before and during 
COVID-19 pandemic, and examine its regional, country, and sociodemographic disparity. 
[Method]  
Using data from the Global Findex surveys in 2014, 2017, and 2021, we examined the 
prevalence of distress financing among 429,465 individuals worldwide. Multilevel logistic 
regression was used to identify factors associated with distress financing. 
[Results]  
Globally, distress financing decreased from 12.4% in 2014 to 10.1% in 2017, but then 
increased to 15.0% in 2021. In Sub-Saharan Africa, the prevalence of distress financing 
increased from 13.4% in 2017 to 18.7% in 2021, while in South Asia it jumped from 12.8% to 
23.4%. Latin America & the Caribbean's rate also increased, from 14.9% to 18.9%. On the 
other hand, North America, East Asia & the Pacific, and Europe & Central Asia had lower 
rates, ranging from 5.6% to 11.2%. Between 2017 and 2021, distress financing for healthcare 
rose across all income groups, with reaping the most in low-income (from 16.0% to 28.2%) 
and lower-middle income (from 12.7% to 20.4%), while high-income groups saw the smallest 
increases (from 4.7% to 5.8%). We found that regardless of a nation's income level, financial 
distress was higher during the pandemic than in pre-pandemic periods, with an odds ratio of 
1.50 (96% confidence interval, 1.46-1.55). Women, adults, poor households, and low education 
- especially primary education or less - were more likely to experience distress financing.  
[Discussion]  
Globally, distress financing has been increasing, particularly in South Asia and Africa. Poor 
households, women, adults, and people with low education are disproportionately affected by 
distress financing worldwide. This unequal burden on vulnerable populations necessitates 
access to healthcare and education to reduce its strain.  
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演題番号：D-1 
Provider Incentives for Capacity Utilization: Evidence from Patient Deaths 
 

（Presenter） Sophia University, Masaki Takahashi  
（Co-author） Yale University, Hiroki Saruya 

 
[Background] 
As healthcare spending increases in many countries, policymakers face the difficult challenge of expanding 
access to care while controlling healthcare costs. One of the most important healthcare policies is 
determining the capacity of medical resources, such as the number of beds and medical equipment. A major 
concern here is that capacity utilization may affect the delivery of healthcare services. Understanding the 
relationship between capacity utilization and healthcare delivery is critical to building an efficient 
healthcare system. 
 
[Purpose]  
This paper examines how capacity utilization affects the delivery of health care. Specifically, we focus on 
the nursing home industry and analyze how bed occupancy affects facilities' admission and discharge 
decisions. 
 
[Method]  
We build an economic model that illustrates how admissions and discharges depend on bed occupancy. It 
predicts that facilities will respond to a decline in occupancy by increasing admissions and decreasing 
discharges. If the cost (income) effect is a relatively important driver of the admission/discharge responses, 
then the responses to a decrease in occupancy will be more (less) intensive at higher occupancy levels. We 
empirically test the theoretical predictions in the context of Japanese nursing homes. To identify the causal 
effect of bed occupancy on admissions and discharges, we exploit patient deaths in nursing homes. 
 
[Results]  
Our event study and IV estimation find that the decline in bed occupancy significantly increases admissions, 
while they have little statistically significant effects on discharges. Moreover, the increase in admissions 
following the decline in occupancy is greater at higher occupancy levels, which is consistent with the cost 
effect rather than the income effect being the main driver of admission responses. 
 
[Discussion]  
Our estimates suggest the possibility that admissions and patient outcomes can be improved by patient 
reallocation to smooth occupancy across facilities, a policy tool potentially useful in markets where capacity 
investment is regulated. 
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演題番号：D-2 
A Screening Method for the Use of Broad-Spectrum Antibiotics for Pneumonia in Elderly at 
the Hospital Level 

（Presenter）  Abbas Khatoun1 
（Co-author） Jung-ho Shin1, Susumu Kunisawa1, Kiyohide Fushimi2, Yuichi Imanaka1 

1 Department of Healthcare Economics and Quality Management, Graduate School of 
Medicine, Kyoto University 

2 Department of Health Policy and Informatics, Graduate School of Medical and Dental 
Sciences, Tokyo Medical and Dental University 

 
[Background] 
The overuse of antibiotics has increased the emergence of antimicrobial resistance. 
Pneumonia is often treated with broad-spectrum antibiotics, so it is crucial for stewardship 
programs to monitor and control their overuse. Quantitative evaluation can improve 
stewardship programs for monitoring and promoting their responsible use in hospitals. The 
observed-to-expected (O/E) ratio is one of the measures used as a quality indicator. 
 
[Purpose]  
The aim of this study was to develop a method of screening, using the O/E ratio, for the use of 
broad-spectrum antibiotics in the empiric treatment of pneumonia in elderly at the hospital 
level. 
[Method]  
Using nationwide data from the Diagnosis Procedure Combination (DPC) research group, 
patients who were hospitalized for pneumonia between April 1st 2018 and March 31st 2020 
were analyzed. The outcomes at the patient level and hospital level were the proportion of 
use of broad-spectrum antibiotics as empiric treatments and the “smoothed” observed-to-
expected (O/E) ratio, respectively. We performed multilevel logistic regression clustered by 
hospitals using patient characteristics as predictors to obtain the adjusted use of broad-
spectrum antibiotics. The “smoothed” O/E ratio was calculated using the predicted values of 
broad-spectrum antibiotic uses obtained from the multilevel model as the numerator and the 
expected use, which was predicted by a model without hospital-level intercepts, as the 
denominator. That ratio was used to investigate the risk-adjusted use of broad-spectrum 
antibiotics among hospitals. 
[Results]  
A total of 274,416 patients from 958 hospitals were included. The mean age of the patients 
was 81 (+ 8.29) years, and the proportion of use of broad-spectrum antibiotics was 35.9%. The 
prediction model showed a C-statistic of 0.634 without random intercepts. There was a 
noticeable variation in the O/E ratio among hospitals with the highest value being 2.70 and 
the lowest being 0.15. 
[Discussion]  
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The study calculated the hospital-level risk-adjusted O/E ratios to quantitatively screen and 
evaluate the use of broad-spectrum antibiotics in empiric treatment of pneumonia. Our 
results showed inter-hospital differences in the use of broad-spectrum antibiotics as empiric 
treatments of pneumonia after adjusting for patient-level factors. This may serve as a 
benchmark for future investigations and policies to improve antimicrobial stewardship 
programs. 
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演題番号：D-3 
「早期離床・リハビリテーション加算」の新設が ICU 入室患者への早期リハビリテーション実施割合とア

ウトカムに及ぼす影響： DPC データを用いたデータベース研究

（申込者） 京都大学 大学院医学研究科 医療経済学分野 本田 雄大

（共同演者）  京都大学 大学院医学研究科 医療経済学分野 愼 重虎

  京都大学 大学院医学研究科 医療経済学分野 國澤 進

東京医科歯科大学 医歯学総合研究科 医療政策情報学分野 伏見 清秀

京都大学 大学院医学研究科 医療経済学分野 今中 雄一

＜背景＞

近年 ICU 入室患者の身体・認知機能障害の残存が課題となっている。ICU 入室患者に対する早期

離床を中心とした早期リハビリテーションは、機能障害の予防・改善効果が報告されており、診療ガイド

ラインで推奨されている。日本においても 2018 年 4 月より、ICU 入室後 48 時間以内に介入（早期離

床以外にも様々なリハビリテーションが含まれる）を開始することで算定可能な「早期離床・リハビリテー

ション加算」が新設された。しかし、本加算新設後の ICU 入室患者における早期リハビリテーション実施

の現状とアウトカムの変化は不明である。

＜目的＞

「早期離床・リハビリテーション加算」の新設が、日本の ICU 入室患者に対する早期リハビリテーション

実施割合、自宅退院割合、入院日数および ICU 在室日数に与えた影響を明らかにすることを目的とし

た。

＜方法＞

Diagnosis Procedure Combination（DPC）データを用い、2016～2019 年度に特定集中治療室管

理料を算定している病院において、入院後 2 日以内に ICU に入室した症例を解析対象とした。評価項

目は ICU 入室後早期（2 日以内）リハビリテーション実施割合、自宅退院割合、平均 ICU 在室日数、平

均入院日数とした。統計解析は Interrupted Time Series Analysis (ITS)を用いた。 
＜結果＞

ICU 入室患者に対する早期リハビリテーション実施割合は加算新設前の 2016-2017 年度で 32.1％、

加算新設後の 2018-2019 年度で 49.9％であった。ITS の結果、早期リハビリテーション実施割合は加

算新設の直後、1.293（level change, 95% CI: 1.240 to 1.349）倍の増加が認められた。また、月当た

りの早期リハビリテーション実施割合の変化率に対する加算新設の効果は、加算新設前（1.004）の
1.008（slope change, 95% CI: 1.005 to 1.011, 年間換算で 1.100）倍で、増加傾向が認められた。平

均入院日数は 2016-2017 年度で 24.4 日、2018-2019 年度で 23.0 日であった。ITS の結果、加算新

設直後の変化は認めなかったが（level change, 1.014, 95% CI: 0.981to 1.048）、月当たりの入院日

数の変化率は加算新設前（0.999）の 0.996（slope change, 95% CI: 0.994 to 0.998, 年間換算で

0.953）倍で、減少傾向が認められた。一方で、自宅退院割合、ICU 在室日数については、加算新設の

効果がみられなかった。

＜考察＞
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「早期離床・リハビリテーション加算」新設後、ICU 入室患者における早期リハビリテーション実施割合

の増加と入院日数の減少傾向が認められた。一方で、自宅退院割合、ICU 在室日数の変化はみられな

かった。
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演題番号：D-4 
高齢者における健診受診の有無と医療費・介護費の関連 
 

（申込者） 千葉大学大学院医学薬学府 上野貴之 
（共同演者） 千葉大学予防医学センター 井手一茂 

千葉大学予防医学センター 中込敦士 
千葉大学予防医学センター 近藤克則 

＜背景＞ 
 主に 1960〜70 年代に行われたランダム化比較試験のシステマティックレビューでは、健診受診は死

亡リスクや心疾患、脳卒中の罹患に関して影響を及ぼさないと示された(Krogsbøll et al., 2019)。一
方、2010 年代に行われた研究では健診受診が全死亡・心疾患・高血圧・認知症の発症を減らす可能性

が示されるなど、 健診受診の持つ健康面での様々な効果が報告されている(Hozawa et al., 2010; 
Henny et al., 2012; Nakagomi et al., 2021)。しかし、健診受診の費用対効果など医療経済学な視点

を持つ研究はデータ制約のためほとんどなされてこなかった。我が国で 40 歳以上を対象に生活習慣病

対策で行われている特定健診・特定保健指導制度に対して、1 年度当たり約 756 億円の財源が投入さ

れており（鈴木ほか, 2015）、この投入費用に見合った医療費や介護費の適正化がなされているのか検

証が求められている。 
＜目的＞ 
 本研究の目的は「高齢者の健診受診の有無と、その後の医療費・介護費との関連を検証すること」で

ある。研究仮説は、「過去 1 年以内に健診を受診しなかった高齢者は、その後 4 年間の累積医療費が

低く、累積介護費用は高い」である。 
＜方法＞ 
 本研究の対象者は、日本老年学的評価研究機構（JAGES）が要介護認定を受けていない 65 歳以上

高齢者を対象に実施した 2016 年健康とくらしの調査に回答した A 町の 6,043 人である。要介護認定

のデータを 2021 年 3 月 1 日まで、転出・死亡データを 2020 年 12 月 9 日まで追跡した。除外基準は

調査開始時に要介護認定を受けている、または保険資格を喪失しているもの、65 歳未満のもの、調査

票と被保険者台帳の年齢が 4 歳以上異なるもの、また健康とくらしの調査において健診・人間ドックに関

する質問に未回答であるものとした。目的変数は、2017 年 4 月〜2020 年 8 月までの累積医療費及び

累積介護費と定義し、説明変数は、2016 年調査以前、過去 1 年以内の健診・人間ドックの受診歴の有

無と定義した。調整変数は、性別、年齢、教育歴、等価所得、婚姻歴、独居、主観的健康感、雇用、治療

中の疾患、ADL、社会参加の有無とした。統計解析は線形回帰モデルを用いた（Stata 17.0 MP 使

用）。 
＜結果＞ 
最終分析対象者は基準を満たした 5,785 人であり、1 年以内の健診・人間ドックを受けていたもの（健診

受診歴あり群）は 4,167 人（72.0%）であった。2017 年〜2020 年度までの 4 年間の累積平均医療費

は、健診受診歴あり群は 1,650,301 円（標準誤差 2,346,840 円）、健診受診歴なし群は 1,687,736 円

（標準誤差 2,527,091 円）であった。4 年間の累積平均介護費は、健診受診歴あり群は 71,580 円（標

準誤差 545,537 円）、健診受診歴なし群は 146,325 円（標準誤差 882,582 円）であった。線形回帰モデ

ルを用いた解析結果は、健診受診歴なし群はあり群に比して医療費アウトカムで偏回帰係数-2,334
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（95%信頼区間: -147,499–142,831）、介護費アウトカムで偏回帰係数 54,705（95%信頼区間: 
15,030–94,380）であった。 
＜考察＞ 
 2016 年以前 1 年以内の人間ドック・健診受診はその後約 4 年間の累積医療費に有意な関連を持た

ず、累積介護費に関しては、1 年以内に人間ドック・健診を受診しなかったものは、その後 4 年間の累積

介護費が有意に高いという結果であった。健診未受診により高齢者の疾病の治療機会が失われ、その

後 4 年間の医療費が少なくなると想定していたが、本分析では期待する結果が得られなかった。また健

診未受診の高齢者は介護予防につながる健康行動を取ることが少なかったことで介護費用が増大した

のかもしれない。 
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演題番号：D-5 
A reexamination of spillover effect of Japanese long-term care insurance as an employment pr
omotion policy for family caregivers 

（申込者） 岡山大学 岸田研作 

＜背景＞ 

Fu et al.(2017)は，介護保険の導入および2005年の介護保険法改正が，家族介護者の就労に与えた影響を調べて

いる。データは『国民生活基礎調査』で，推定方法はPSM-DIDである。彼らは，介護保険の導入が就業率を押し上げた

反面，2005年改正は抑制したと報告している。しかし，この研究には，以下の２つの問題がある。第１は，介護保険導入

前後で，要介護者を補足する同調査の質問文が変わった影響を考慮していないことである。質問文は，1998年までは

「介護の要否」であったのに対し，2001年以降は「手助けや見守りを要する者」となった。図は，同調査の公表値から得

られる要介護者数(65歳以 

の就業率が高いことを示している。したがって，Fu et al.(2017)は，介護保険の導入効果を過大推計している可能性があ

る。第２の問題点は，推定方法にある。横断面データを用いてPSM-DIDを行う場合，処置後の実験群を他の３群(処置

前の実験群・処置後の対照群・処置前の対照群)とそれぞれマッチングする必要がある(Blundell & Dias(2009))。しかし，

Fu et al.(2017)は，パネルデータの場合と同様，処置群と対照群のマッチングしかしていない。 

＜目的＞ 

第1の目的は，『国民生活基礎調査』の質問文の変更の影響を調べることである。第2は，背景で述べた問題点を考

慮して，介護保険導入および2005年改正が家族介護者の就業率に与えた影響を明らかにすることである。 

＜方法＞  

上図では，高齢者の属性の経年変化が考慮されていない。そこで，質問文変更の影響は，介護保険導入前後で，同

じ属性の者が要介護者と分類される確率を比較することで調べる。介護保険導入が就業率に与えた影響の推定は，処

置前において，実験群と対照群を同定する情報が欠損した横断面データを用いてDIDを行う手法で行う。2005年改正の

影響の推定は，横断面データに対応したPSM-DIDで行う。 

＜結果＞ 

属性調整をしても，介護保険導入後，要介護者と分類される高齢者の割合は２倍以上になった。その他の結果につ

いては学会で報告する。 

＜考察＞ 

  質問文の変更により，介護保険導入後は，それ以前と比べ，より軽度の者も要介護者に分類されるようになったと考

えられる。 

Fu et al.(2017) “Spillover effect of Japanese long-term care insurance as an employment promotion policy for family 

caregivers,” Journal of Health Economics, Vol.56. 

上・人口千対)の推移である。1998 年から 2001

年にかけて，要介護者数が 2 倍以上に増加し

ている。このことは，質問文の変更によって，

2001 年以降は，それ以前と比べ，より軽度の

者も含まれている可能性を示唆する。先行研

究は，要介護者が軽症であるほど，家族介護
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演題番号：D-6 
医療法人の「持分」、「非営利性」、「公益性」という概念はどのように理解すべきか 

（申込者） 慶應義塾大学大学院商学研究科博士課程 濱名 仁美 

＜背景＞ 

医療法人は日本の医療提供体制の中心であり、2021年7月末時点で国内施設数の69.2％、病床数の55.9％を開設し

ている。2000年代初頭には、医療法人制度の見直しを行う目的で「医業経営の非営利性等に関する検討会」が設置さ

れた。同検討会の議論に基づく2006年の第5次医療法改正では、非営利性の徹底を目的として、出資持分のある医療

法人の新設を認めないことを定めた。 

医療提供体制をめぐる過去の議論では、持分あり医療法人が営利組織であるとする主張に、多くの時間的コストが

割かれた。また、自由開業医制や自由標榜制に代表されるような、民間経営主体としての医療法人の側面と医業の公

益性の関係をどのように捉えるべきかについては、未だ統一的な見解が存在しない。 

＜目的＞ 

本研究では、医療法人の持分、非営利性、公益性の定義や意義を、会計学および法学の視点から明らかにすること

を目的とする。 

＜方法＞ 

医療法人の持分について、株式会社や協同組合等を対象とした会計学および法学の分析枠組みを用いることで、一

般的な持分概念と比較した。また、医療法人の非営利性や公益性について、会議録や議事録を含む公開記録等に基

づき検討し、理論研究を行った。 

＜結果・考察＞ 

一般的な持分の内容は「所有権」（組織の所有財産に対する請求権）と「経営権」（構成員としての権利義務）である

が、医療法人の持分は、非営利性の観点から法律上「経営権」を付与されておらず、「請求権」にも大幅な制限が加えら

れている。日々の経営という点では、持分あり医療法人と持分なし医療法人に違いはない。規制改革・民間開放推進会

議が主張した、「持分あり医療法人は営利、持分なし医療法人は非営利」という二項対立的な区分は適切でなく、持分

あり医療法人は営利組織ではない。ただし、厚生労働省が示したモデル定款や疑義照会を通じ、非営利性に疑念を抱

かせるような解釈を生んできたことも事実である。 

医療法人の公益性については、1950年8月2日の厚生事務次官通達を論拠として、積極的な公益性は要求されない

というのが通説であった。しかし、この「積極的な公益性」は公益法人の認可要件を指した表現であり、当時の厚生事務

次官は病院建設自体が相当に公益的なものであると述べていた。また、医療法人の持分払戻請求権が争点となった最

高裁判決では、出資者が受ける利益に比べて地域社会が受ける損害が大きい場合に、請求権に一定の制限が認めら

れるという見解が示された。「持分」は財産権として憲法第29条により保護されていることから、医療法人の「公益性」が

持つ意味がいかに大きいか分かる。 
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演題番号：D-7 
VUCA時代における中小病院の持続経営～産婦人科病院の多角化経営を中心に～ 

（申込者） 北九州市立大学大学院社会システム研究科 博士研究員 藤髙 美海

＜背景＞

近年、我が国においては過去に例をみない速度で少子化が進んでおり、出生数は年々過去最低を更新している。厚生

労働省が令和5年（2023年）2月28日に公表した人口動態統計によると令和4年の出生数は前年同期と比べ6.8%少な

い64万156人であり、これまで最小であった令和3年を4647人下回り、少子化が加速している。そのなか、少子化による

分娩数が減って、産婦人科病院の経営状態の悪化が継続している。

新型コロナウイルス流行や人口減少・少子高齢化社会がもたらす予測できないVUCA時代で、産婦人科病院の経営は

今後さらに厳しさを増していくと予想されている。産婦人科病院の経営を安定的に維持することの重要性はますます高

まり、特に持続と発展の維持は重要な課題と考えられる。

＜目的＞

本研究の目的は、日本の急速な少子化の進展により産婦人科医師の確保が困難となり、産婦人科病院の経営難の課

題を分析し、その回避策の提言を行うこと、さらに経営戦略論の視点から、産婦人科病院の多様な新規事業分野への

進出を図る多角化経営戦略の機能と多角化成功モデルの仕組みと経営改善効果に対する考察を行い、今後の医療業

界に産婦人科病院経営の課題解決策を提言することにある。

＜方法＞

アプローチの方法としては、日本における少子化の現状と政府の取組と国政の動き、産婦人科病院の経営現状に関す

る各種公開資料、先行研究成果を収集し、危惧されている病院経営の実状と回避策の探求を進めたうえ、経営戦略論

の視点から産婦人科病院の経営戦略立案の重要性を提示し、多角化経営の実態に関する調査の実施と分析を行い、

産婦人科病院の経営改善のための政策提言を試みた。

＜結果＞

産婦人科病院の多角化経営は、既存の専門領域に加えて、新しい事業領域に進出することで、複数事業間の相乗効

果や未利用資源の有効活用、リスク分散や共通費用の節減などの利点があることを明らかにした。また、経営戦略論

の視点から、産婦人科病院の多角化経営の成功事例を発掘し、経営改善効果について調査をふまえた本研究におい

て、多角化経営の現状と課題を探ったことは、いずれも新規性と独創性がある研究であり、産婦人科病院の持続的経

営と地域社会に与える影響があると考える。

＜考察＞

少子化とVUCA時代においては、 産婦人科病院の経営は過酷な状況が続いている。それに対して、本研究は産婦人

科病院が経営難の課題の実状と回避策の探求を進めた上、経営戦略論の視点から産婦人科病院の多角化経営戦略

立案の重要性を提示し、その成功事例や経営改善効果について調査を行った結果、多角化経営の有効性や未利用資

源の活用などの利点が明らかになり、産婦人科経営の持続的経営と地域社会に与える影響があることが確認できた。

この研究から、中小病院においても多角化経営を取り入れることで、経営を安定的に維持し、発展を促進させることがで

きると考えられる。また、今後ますます厳しくなる医療経営環境においては、経営戦略論を基にした多角化経営が必要

不可欠となっていくと思われる。
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演題番号：D-8 
国民総所得と放射線治療体制の関係性 

 

（申込者） 市立貝塚病院  大谷侑輝 

  （共同演者） 大阪大学大学院医学系研究科 保健学専攻  沼崎穂高 

日本赤十字社和歌山医療センター 医学物理課 石原佳知 

大阪大学大学院医学系研究科 放射線治療学教室 小川和彦 

 

＜背景＞ 

放射線治療は、外科療法、薬物療法とならぶ、がんに対する治療の三本柱の1つである。放射線治療装置（治療装

置）の技術進化もあり、低侵襲がん治療として注目されている。治療装置の導入は、病院にとって大きな投資であり、初

期費用は数億円、保守費用は数千万円/年、運用には複数のスタッフ（医師、看護師、診療放射線技師、医学物理士）

が必要になるため、人件費負担も大きい。近年は、治療装置の導入施設が増加傾向にあり、過当競争によって採算性

に懸念が生じている。 
＜目的＞ 

放射線治療体制の現況を把握し、日本の放射線治療が抱える構造的な問題を明らかにする。 

＜方法＞ 

大阪府内のがん診療連携拠点病院で、放射線治療を実施している国指定18施設、府指定33施設を調査対象と

し、治療装置あたりの年間患者数、診療放射線技師と看護師（医療スタッフ）あたりの年間患者数を求めた。医療スタッ

フの人数は、常勤と非常勤を合算してフルタイム当量で算出した。また、日本国内で稼働している治療装置数から、人

口100万人あたりの治療装置台数を求めた。 
日本の放射線治療体制を国際基準に照らすため、国民総所得（Gross National Income：GNI）を指標として、放

射線治療先進国である欧州の体制と比較した。 
＜結果＞ 

大阪府内のがん診療連携拠点病院における、治療装置あたりの年間患者数の中央値は、国指定で377人（180 – 
617）、府指定で195人（23 – 406）であった。欧州では、いずれの国でも300人を超えていた。医療スタッフあたりの年間

患者数は、国指定で96人（50 – 171）、府指定で60人（9 – 230）であった。GNI を指標として欧州の相場に照らした場

合は65人であった。日本における人口100万人あたりの治療装置台数は7.9台であったが、欧州の相場では6.4台であ

った。 
＜考察＞ 

日本における人口あたりの治療装置数は、欧州に比べて潤沢である。一方で、医療スタッフが担当する年間患者数

は欧州より多く、人的資源はひっ迫している。日本の医療提供体制は、主に民間事業者が担っているため、小規模・分

散型で病院数が多く、設備投資が競争的な環境下にある。 

放射線治療のビジネスモデルは、固定費比率が高く、ハイリスク・ハイリターンである。持続可能な医療提供体制を構

築するためには、診療圏の需要予測に基づいた戦略的な治療装置の配置を促す必要がある。 
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演題番号：E-6 
Population-level interventions to tackle smoking behavior: a systematic review and network meta-analysis 

（Presenter） 
Shamima Akter, Hitotsubashi Institute for Advanced Study, Hitotsubashi University, Japan.  

（Co-author） 
Md. Mizanur Rahman, Hitotsubashi Institute for Advanced Study, Hitotsubashi University, Japan.  

Thomas Rouyard, Hitotsubashi Institute for Advanced Study, Hitotsubashi University, Japan. 
Fahima Hossain, Global Public Health Research Foundation, Bangladesh. 

Raïssa Shiyghan Nsashiyi, Institute for Nature, Health, and Agricultural Research,Cameroon. 
Ryota Nakamura, Graduate School of Economics, Hitotsubashi University, Japan. 

 
[Background] 
Few studies have compared the effectiveness of various population-level tobacco control policies in a single 
analysis. 
[Purpose]  
The present study synthesizes all the available evidence on population level primary preventive 
interventions to change smoking behavior. The specific aims are to synthesize the effects of individual types 
of policies on behavioral outcomes and examine comparative effectiveness through a network meta-analysis 
(MA) to hierarchically establish policy priorities among the broad spectrum of population-level interventions. 
[Method]  
We search PubMed, EMBASE, CINAHL, Web of Science, and EconLit from inception to February 12, 
2021 and performed frequentist random-effects pairwise and network MA to pool study level odds ratio 
(OR) and 95% confidence interval (CI). A series of sensitivity analyses were performed based on study 
quality, study design, country income category, and dropping highly influential studies. Publication bias 
was assessed using funnel plots.  
[Results]  
Our search identified 4,952 records, of which 342 were finally included. In the narrative summary and 
pairwise and network MA, we found that health warnings (HW), tax increases, and anti-smoking campaigns 
were the most effective tobacco policies for smoking cessation. HW decreased the odds of smoking by 
approximately 23% (OR, 0.77; 95% CI, 0.71–0.84) and increased the odds of quitting intention (1.28, 1.15–
1.43), quit attempt (1.45, 1.31–1.59), and quit rate (1.28, 1.07–1.52). After a tax increase, the odds of smoking 
initiation decreased (0.92, 0.89–0.96), while those of quit intention (1.32, 1.11–1.57), quit attempt (1.39, 
1.28–1.51), and quit rate (1.20, 1.12–1.29) increased. Multi-component tobacco laws and nicotine 
replacement therapy had statistically significant positive effects on quit rates. The MA results also indicated 
that anti-tobacco campaigns decreased the odds of smoking by around 16% (0.84, 0.80–0.91) while increasing 
those of quitting intention (1.10, 1.02–1.18), quit attempt (1.15, 1.09–1.22), and quit rate (1.08, 1.03–1.14). 
Both the narrative summary and MA revealed that tax increases, HW, anti-tobacco campaigns, and 
comprehensive tobacco control programs were associated with reduced tobacco consumption and sales. All 
sensitivity analyses were consistent with the primary results. 
[Discussion]  
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Several tobacco control policies are effective in changing smoking behavior; however, considerable 
heterogeneity exists. Considering all evidence, HWs, tax increases, and anti-tobacco campaigns are likely 
to be the most effective policies for improving smoking behavior.  
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演題番号：E-7 
SIBを活用した「健康ポイント事業」における医療費抑制の成果 

A市におけるSIBを活用した「健康ポイント事業」は医療費抑制につながったのか 

(申込者)   新見公立大学 鄭丞媛 

(共同演者) 日本老年学的評価研究機構 方恩知 

岡山県立大学 井上祐介 

香川大学 芳我ちより 

千葉大学 近藤克則 

＜背景＞ 

A市では市民の健康増進や医療費の伸びの抑制などをねらいとし，2019年度から3年間の計画で成果連動型の民間

委託事業であるSocial Impact Bond（SIB）を活用した「健康ポイント事業」を実施した．本事業はA市在住または在勤の

35歳以上の者を対象に「運動」「栄養・食生活」「社会参加」などの実施に対して「健康ポイント」を付与するものである． 

＜目的＞ 

 「健康ポイント事業」が医療費抑制につながったのかを検証することである． 

＜方法＞ 

2019年4月から2019年12月までの間に「健康ポイント事業」に参加登録があった参加群8,251人と非参加群3,286人の

うち、事業開始1年前の2018年4月から事業終了時（2021年12月）までの医療費レセプト情報（国民健康保険、後期高齢

者医療制度）の提供が得られ，かつ2019年事業開始時のアンケートに回答した参加群1273人と非参加群858人を分析

対象とした。参加群と非参加群の背景要因の違いを考慮するため，ベースライン時の主観的健康感、年齢、性別、BMI、

社会参加の有無、事業開始前の2018年度の一人当たり総医療費を調整（propensity score：PS算出）した逆確率重み

付け法（IPW）を用い，推計を行った．その上で，一人当たりの事業期間中の総医療費の平均差を比較した． 

＜結果＞ 

対象者の平均年齢は参加群69.1歳，非参加群69.8歳であり，事業開始前（2018年度）の一人当たり総医療費は，参

加群367,996円，非参加群355,324円であった．IPWを用いて、2019年4月から2021年12月までの事業実施期間中の参加

群と非参加群の一人当たり医療費平均を算出したところ，参加群1,055,429円、非参加群1,289,354円であり，両群間に

事業期間中の3年間で233,925円の差がみられた(p<0.01)．ただし，今回用いたデータは国民健康保険及び後期高齢者

医療制度加入者のみのデータであり，協会けんぽ等の加入者は含まれていない． 

＜考察＞ 

健康ポイント事業の参加群の事業期間中（2019年4月から2021年12月）の一人当たり医療費は非参加群よりも

233,925円低かった．しかし，今回の分析対象には国保等以外の加入者は含まれていないため，事業参加者全体の医

療費抑制額を算出するには協会けんぽ等の加入者も考慮する必要がある．さらに，今回の分析に用いたデータは事業

終了時までの数値であり，事業終了後の効果の検証を行うには，より長い期間のモニタリングが必要であると考えられ

る． 
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演題番号：E-8 
中国における社会保障政策の導入は逆効果になるのか－2018年CHARLSデータを用いたRDD分析- 

（申込者） 東北大学大学院経済学研究科 陳鳳明 

＜背景＞ 

近年、中国では経済発展とともに経済格差も拡大している。大量の出稼ぎ労働者は経済の発展に重要な役割を果たし

ているが、農村地域には多くの高齢者が取り残されている。高齢者の不安を解消することは重要な意味を持っている。

そのため、中国政府は 2009 年から高齢者の最低限の生活水準を維持することを目指し、新しい農村社会養老保険モ

デル事業（新農保政策）を導入した。この新農保政策の評価は、中国と似たような社会環境にある他の発展途上国にも

役立つと言える。 

＜目的＞ 

本稿では、中国の新農保政策に焦点を当てて、政策導入は農村高齢者の健康状態に好ましい影響をもたらすかにつ

いて計量的に検証することである。 

＜方法＞ 

本稿では、北京大学が行われたChina Health and Retirement Longitudinal Studyの第4回（2018年）のデータを用いると

する。新農保政策によれば、加入者は60歳を超えると、年金を受給できる権限が与えられているため、60歳を境に年金

の受給率に関しては、大きなジャンプが存在していると言える。この特徴を活かし、ここで回帰不連続デザイン（RDD）と

いう手法を用いて、60歳前後の回答者の中で、新農保政策が農村高齢者の健康状態に与える影響を評価する。 

＜結果＞ 

本稿の推定結果によれば、60歳の周辺で年金を受給することは農村高齢者の健康状態の改善につながっていない。

複数の健康指標を用いて、高齢者の健康状態を測定したところ、大部分の健康指標に関しては、有意な推定結果が得

られず、いくつかの健康指標のみ負の推定結果が得られている。農民でも定年退職できるという考え方が社会へ広が

り、労働意欲の強い労働者であっても、働く場所が限られている。したがって、60歳を迎えると、今後収入が減っていくこ

とを懸念し、メンタルヘルスに悪い影響が出やすい。さらに、医薬品などへの出費を抑え、身体の健康状態の悪化にも

つながる可能性がある。 

＜考察＞ 

中国の新農保政策は、農村高齢者の最低限の生活水準を維持する上で重要な役割を果たしていると言える。特に後

期高齢者にとっては、不可欠な支援制度となっている。しかし、一方で 60 歳を超えると、少額の年金を受給できるため、

労働市場からの退職を促すシグナルと受け取られる可能性がある。本稿では、少なくとも 60 歳前後では新農保政策に

よって農村の高齢者の健康に好ましい結果が得られていないことが示されている。 
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医療経済学会  

第20回若手研究者育成のためのセミナー 

抄録
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演題番号：Y-1 

産科施設での母乳代用品サンプルの受け取りと授乳行動との関連 

（発表者） 

筑波大学大学院人文社会科学研究群 久松佳穂 

（共同演者） 

筑波大学人文社会系 松島みどり 

東京大学大学院医学系研究科 名西恵子 

国立国際医療研究センター 大川純代 

大阪国際がんセンター 田淵貴大 

＜背景＞ 

諸外国の研究では、産科施設での母乳代用品サンプルの配布が母乳育児の継続を妨げる要因として

指摘されている。1981年に採択された「母乳代替品のマーケティングに関する国際規準」には母乳代用

品製造企業の医療機関を通じた製品の売り込みや、医療従事者による母親への試供品提供を禁止す

るという記載がある。しかし、この規準自体に法的な拘束力はないため、日本においてはこれらの法規

制は存在しない。また、日本における母乳代用品サンプルの受け取り経験のある母親の割合や、サンプ

ルの受け取りとその後の授乳行動との関連については検証されていない。

＜目的＞ 

産科施設で母乳代用品のサンプルを受け取った母親の割合を示し、サンプルの受け取りと母乳育児の

継続との関連を明らかにすることを目的とした。 

＜方法＞ 

2021年7月～8月に妊産婦を対象に実施した「日本におけるCOVID-19問題による社会・健康格差評価研

究」の個票データを用いた。調査は、インターネット調査会社が保有する全国のパネル会員に対しオンラ

インで実施され、18～48歳の妊産婦8047人の回答を得た。分析対象を産後１年以内の母親に限定し

（n=3457）、ロジスティック回帰モデルによる推定を行った。目的変数を生後５か月時点での母乳のみに

よる授乳の実施の有無、説明変数を母乳代用品サンプルの受け取り経験とし、共変量として母親の社

会経済属性や妊娠中の希望授乳方法、医療施設での母乳育児支援の経験を含めた。 

＜結果＞ 

生後5か月時点で母乳のみで育てている割合は26.49%であり、8割以上の母親が母乳代用品サンプルの

受け取り経験があった。また、サンプルの受け取り経験が生後５か月時点での母乳のみによる授乳の

実施確率を有意に低くし（OR: 0.73, 95% CI: 0.52-1.01）、妊娠中に母乳での育児を希望していた母親のみ

に限定したサブサンプル分析においても同様に結果が得られた（OR: 0.65, 95% CI: 0.42-1.00）。 

＜考察＞ 

8割以上の母親がサンプルの受け取り経験があったことから、企業のマーケティング戦略の対象として

産科施設への介入が積極的になされている可能性が示唆された。分析結果からは、産科施設でサンプ

ルを受け取りと母乳のみでの育児の継続に負の関連があり、妊娠中に母乳育児を希望していた母親に

おいても同様の傾向が見られた。この現状を鑑みると、現在の母乳代用品の宣伝・広告についての見直

しや、医療施設での母乳代用品の適切な使用についてのガイドラインの策定などが必要となるかもしれ

ない。 
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演題番号：Y-2 

新型コロナウイルス・ワクチンの接種が地方公共団体の信頼に与えた影響: 回帰不連続デザインに

よる検証 

（発表者） 大阪大学大学院経済学研究科 中山一世 

（共同演者） 大阪大学感染症総合教育研究拠点 佐々木周作 

国立感染症研究所感染症危機管理研究センター 齋藤 智也 

大阪大学感染症総合教育研究拠点及び経済学研究科 大竹 文雄 

＜背景＞ 

ワクチン接種による社会の安心感や社会経済活動の活性化から、生活の質が向上することを人々は

期待する。その期待に基づき、人々はワクチン接種を円滑に進めた地方公共団体等をより信頼するよう

になる可能性がある。しかしながら、ワクチン接種と信頼の因果関係を明らかにした研究は少なく、議論

の余地がある。 

＜目的＞ 

 回帰不連続デザインによってワクチン接種と信頼の因果関係を示したTakahashi et al.（2022）の方法論

を踏まえて、独自のパネル調査や調査項目の特色を活かした分析を行い、その発見や解釈を補強する。

また信頼向上の背景にあると考えられる人々の生活の質の変化を「外出行動・意向」、「メンタルヘルス」

の観点から検証する 

＜方法＞ 

 本研究では、日本で65歳以上から優先接種が行われたことを操作変数にしてファジーな回帰不連続デ

ザインによる分析を行い、新型コロナウイルス・ワクチンの一回目・二回目接種が地方公共団体や中央

政府への信頼に与えた影響や外出行動に与え影響を明らかにする。本研究の方法論はTakahashi et al. 

(2022)に基づくが、独自のパネル調査を生かして結果指標の時系列変化を捉えているところに本研究の

特色がある。 

＜結果＞ 

ワクチン接種を受けても中央政府への信頼は変化しないが、地方公共団体への信頼は接種前に比べ

て上昇することがわかった。また女性や大卒未満など社会経済特性が低い集団でその傾向が強い。ま

た、地方公共団体への信頼が上昇した背景として、ワクチン接種は男性においては外出を喚起し、女性

においてはメンタルヘルスを改善していたことがわかった。 

＜考察＞ 

 時系列変化を捉えた分析においても中央政府への信頼は変化せず、地方公共団体への信頼が上昇

していたことからTakahashi et al. (2022)の発見や解釈を補強する結果が得られた。また地方公共団体へ

の信頼が上昇した背景要因として、ワクチン接種が女性のメンタルヘルスを改善したことで信頼を高め

ている可能性が高いことがわかった。 
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演題番号：Y-3 

近視予防の費用効果分析 

（発表者） 慶応義塾大学健康マネジメント研究科  樋口知美 

（共同演者） 慶応義塾大学健康マネジメント研究科 阿久根陽子 

慶応義塾大学健康マネジメント研究科 後藤励 

＜背景＞ 

世界的に近視人口は急増しており、これまで通りの増加が続くと2050年には近視人口が全世界人口

の半数、強度近視人口も全世界人口の約１割に増加すると推定されている（Holden et al,2016） 

日本を含むアジア人種では遠視や正視に比べて近視の頻度が高いことが知られている。 

5歳の時点では地域間で大きな差が認められないが、東アジア人種の推定近視有病割合は10歳で

34.5%,15歳では69%,18歳では79.6%と報告されている（Rudnicka et al,2016) 

＜目的＞ 

成人の近視矯正手術に関する費用効果分析に関する論文は散見されるが、近視進行の予防に関す

る費用効果分析に関する論文はアジア圏では認められない。 

今後大幅に増加すると思われる強度近視を学童期に近視進行を抑制することによって、減少させるこ

とは医学的にも社会的にも重要であると考えられる。 

＜方法＞ 

分析枠組みとして、分析対象集団は近視予防の対象となる6歳～12歳までの-1D～-6Dまでの近視、

分析対照技術は低濃度アトロピン点眼、比較対象技術は無治療、分析期間は生涯、分析の立場は社会

の立場、分析モデルは決定木＋マルコフモデル、分析サイクルは１年、割引率は費用・効果ともに年

２％、効果指標は質調整生存年（QALY）を考えている。 

＜結果・考察＞ 

現在モデル作成中である。 
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Application number：Y-4 

Effect of Community Sanitation on Women Anemia: Evidence from ten Sub-Saharan 

African Countries 

（Presenter） University of Tsukuba, Ammazia Hanif 

（Co-presenter）University of Tsukuba, Yuko Nakano, Midori Matsushima 

Anemia is a significant public health concern worldwide with critical economic 

and health consequences affecting over 30% of the female population, 

particularly in the developing world. We assess the effects of community-level 

open defecation on woman’s hemoglobin (Hb) levels by pooling Demographic 

Health Survey (DHS) data in ten countries of Sub-Saharan Africa from around 

2005 to 2019. Using the geocoded location of clusters, we construct unique panel 

data of 1,947 clusters on woman’s hemoglobin level and access to sanitation. We 

adopt an instrumental variable design with fixed effects and exploit the 

geographical variation in sanitation and subsequent sanitation improvements 

within clusters. We found that a 100-percentage point change in the ratio of 

households practicing open defecation within a cluster was associated with an 

increase in woman’s hemoglobin levels by 0.39 g/dL. The heterogeneity analysis 

indicated that the effects of community open defecation on women's anemia were 

quantitatively large for wealthy households despite their high socio-economic 

status and toilet ownership. Our results indicated that the sanitation behavior of a 

women’s neighbor mattered more than that of themselves for women's health, 

suggesting the importance of community-level behavior change.  

Keywords: Hemoglobin, Community open defecation, Women anemia, Africa, DHS 
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Application number：Y-5 

The Impact Of Free Government Healthcare Service On The Utilization Of Healthcare 

Services In Vietnam

（Presenter） Okayama University, Do Thi Hoai Giang 

（Co-presenter） Okayama University, Kishida Kensaku 

＜Background＞ 

In Vietnam, secondary and tertiary treatment are often out of reach for the poor because of their 

expensiveness. Since 1998, the health insurance system has substantial transformation and the most 

recent is the Revised Health Insurance Law of 2014. 

However, to my knowledge, there is a lack of research exploring the impact of the novel amendment 

of 2014 scheme and impact of free government healthcare insurance (FGHI). Hence, the research focuses 

on examining the impact of FGHI. This study contributes to recent work in developing countries by 

emphasizing the necessity of free government healthcare services.  

＜Purpose＞ 

The study aims to evaluate the impact of the FGHI on the utilization of outpatient and inpatient care 

services. 

＜Method＞ 

The VHLSS 2018 is applied, and the study is conducted by propensity score matching. 

The treatment group includes households (HH) whose members received FGHI during 2018. 

As encountering the difference in outcome of service’s utilization would be biased by the utilization 

of other types of HI that HHs may have, we try to evaluate the effect via three different control groups: 

the full sample, the insured HH subsample, and the non-insured HH subsample. 

＜Result＞ 

The results demonstrated that the policy boosted the enrolled group’s visits by 1.02 to1.63 number 

of contacts in full sample, while the outcomes in other groups varied slightly higher. Additionally, the 

scheme contributed to increases of 0.8 in the number of visits or 0.9 visits among enrolled HHs belonged 

to ethnic minorities, compared with non-enrolled HHs. Whereas this figure for the majority group was 

between 1.5 and 1.9 visit times. 

＜Discussion＞ 

The study demonstrated that the FGHI had a positive effect on HHs healthcare utilization. Similarly, 

a study of Ha Nguyen and Wenjuan Wang’s research showed an increase in service utilization among 

preschoolers under the FGHI scheme.  

Additionally, the magnitude of the FGHI’s effect on ethnic minority families was possibly more minor 

than on the majority group. As pointed out by Toan N. V. et al. (2002) and Khe N. D, et al. (2002), people 

with modest illnesses tended to have self-treatment at common practice and private providers, especially 

ethnic minorities. 
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